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京都府知事 山田 啓  

がん診療連携拠点病院の新規指定（指定更新）に係る推薦について  

標記について、「がん診療連携拠点病院の整備に関する指針」（平成20年3月1日付け  

健発第030100号厚生労働省健康局長通知の別添）に基づき、推薦意見書及び2次医療圏  

の概要並びに推薦書を添付の上、下記の医療機関を推薦します。  

記  

京都大学医学部附属病院  

（新規指定：都道府県がん診療連携拠点病院）  
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（様式2）  

京都府2次医療圏の概要  

1．圏域図  

2．概要  

（平成20年9月1日現在）  

がん診療連携拠点病院  

医療圏名  

844．97   4．1％   127．0  6  
0  

丹後   

1．241．79  207，Z20   7．9％   1669   18  2   2   

中丹  

1．144．28  5．5％  126了   10  0   

南丹  

860．7Z   61．4％  1878．6  117  6   7  

京都・乙訓  

257．74  446，451   17322  23  0   

山城北  

263．43  112．407   43％  426．了   3  
0   

山城南  

4．612朋び35▼380  1000％  571．3 177   8   計   9  

注1）「人口割合爛軋県全体の人口に対する錮ごとの割合を記入すること。  
値を記入するこ   ○     注2）「人口密度」欄は・各医鯛ごとに、人口／面積（k伽j、数点以下第2位蛸五入）により算出した   
注3）「病院数」掃は、拠点病院以外の病院も含めた数を記入すること。   



推薦意見書   

1基本方針  

本府において、がんは昭和52年以来、死⊂原因の第一位を占め、平成18年には全死因の   

30％以上と、全国平均と比較しても高い死亡率となっており、がん対策は喫緊の課題と認識   

しているところです。  

がん死亡を減少させるためには、予防・早期発見・早期での適切な治療が重要であり、予   

防啓発や市町村が行うがん検診への支援等の取組に加え、高度専門医療を有する京都大学及   

び京都府立医科大学が近隣するという地域実態を踏まえながら、がん医療水準の均てん化に   

積極的に取り組むべきと考えています。  

このため、本府においては、都道府県がん診療連携拠点病院を核に、地域性・専門性等の   

要因を踏まえ、地域がん診療連携拠点病院を府城全体を網羅する形で整備し、これら医療機   

関のネットワーク化により、すべての府民が身近な地域で安心して、質の高い、がん医療サ   

ービスを受けられる体制を構築し、‘本府のがん対策を総合的かつ言†画的に推進してまいりた   

いと考えています。  

2 都道府県がん診療連携拠点病院について  

都道府県がん言多療連携拠点病院については、既に指定を受けている京都府立医科大学附属病  

院に加え、京都大学医学部附属病院もその役割を担うことが適当であると考えられることか  

ら、本府より推薦いたします。  

1） 両大学病院を推薦する理由   

京都府立医科大学及び京都大学は、医師をはじめとする医療従事者を育成するとともに、高  

度医療の研究や臨床応矧こ取り組んできました。両大学の附属病院は、高い診療実績と他の病  

院に比して大規模の病床数・職員数を有し、特定機能病院として専門性の高い急性期医療を提  

供してきており、現在も、さらなる医療の高度化をめざし、日々研鍔を積んでいるところです。  

京都府立医科大学附属病院は、一般病床数893、職員数約1，300人を有しており、府内す  

べての医療圏に医師を派遣し、地域の医療機関・関係団体とも強いネットワークを保らながら、  

地域医療に大きく貢献しています。がん医療に関しては、以下のような特徴があります。   

・がんの新入院患者数年間約3，800件。  

・府北部をはじめ、府内全ての医療圏に医師を派遣し、がん医療の均てん化に貢献。府内医  

療機関と強いネットワークを持つ。  

・都道府県がん診療連携拠点病院として、がん診療連携協議会を開催し、関係病院間の連携  

・情報共有を推進  

・緩和ケアの専門スタッフによる緩和ケアチームを府内で最初に立ち上げ、厚生矧動省の指  

針に基づく「がん診療に携わる医師に対する緩和ケア研修会」の開催に中心的な役割を果  

たすなど、府内の緩和ケアに閲し先導的な役割を担っている。  

－1－  
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京都大学医学部附属病院は、一般病床数1，107、職員数約2，500人と大規模の病床数・ス  

タッフを有しており、府内を含め西日本各地に医師を派遣しています。がん医療に関しては、  

以下のような特徴があります。  

・がんの新入院患者数年間約6，000件。  

・強度変調放射線治療をはじめとする放射線治療の実績が高い。また、日本放射線腫瘍学会   

認定施設であり、放射線治療医の養成が可能。  

・多くの専任スタッフを有する外来化学療法チームを設置し、充実した化学療法を提供。  

・がんプロフエツショナル養成プランにおいて中心的な役割を果たし、がん薬物療法医、放   

射線治療医をはじめ、がん専門看護師等の医療従事者の養成に取り組んでいる  

・総合大学であることから、薬学部・理学部・工学部が併設されており、日本病院薬剤師会  

から、がん専門薬剤師研修施設に認定されるなど、がん専門薬剤師、医学物理士等の育成  

に取り組んでいる。  

以上のことから、京都府立医科大学附属病院は府内病院との関係を生かした診療ネットウー  

クづくり、京都大学医学部附属病院はがん医療に係る専門的な人材の育成について、 

ていることから、両大学病院が協力して地域がん診療連携拠点病院等への指導的役割を果たす  

ことで、府内がん医療の均てん化・レベルアップがより効果的に進むと考えられます。   

そのため、この度、本府より京都大学医学部附属病院を2つ目の都道府県がん診療連携拠点  

病院として推薦いたします。  

2） 
両大学病院は、互いが高度な医療機能を有していますが、前述の特徴を生かし、下記のよう  

な役割分担で、府内がん医療の均てん化を図って行きたいと考えています。   

互いの特徴を活かしながら地域がん診療連携拠点病院等を支援することで、手術・化学療法  

・放射線療法・緩和ケアなど全ての分野において拠点病院等のがん医療水準が大きく向上する  

ことが期待されます。   

また、府内で一元的な治療・人材育成体制が構築されることで、より専門性の高い医療従事  

者を効率的に育成し、府内全域への配置が可能となります。  

立医科大学  

●がん診療連携協議会の運営（京都大学医学部附属病院と共催）  

●拠点病院等のスタッフのネットワーク構築  

・緩和ケアチーム・がん登録実務者・相談支援センター相談員  

・化学療法チーム・看護師  

●全府的地域連携クリテイカルパスの整備  

●拠点病院等の研修計画を集約、連携推進  

●緩和ケアの地域への普及推進  

・地域がん診療連携拠点病院の緩和ケア研修を支援  

・地域中核病院の緩和ケアチームヘの研修実施 等  

●拠点病院等の院内がん登録データを集約・分析・評価  

●院内がん登録に係る研修実施（京都大学医学部附属病院と共同で分析・評価）  

●セカンドオピニオン実施窓口等医療情報の収集・分析・発信  

●拠点病院のない二次医療圏の中核病院への相談支援センター立ち上げ支援  

ー 2 －   



都大学医学部附属病B  

●拠点病院等のスタッフのネットワーク構築  

・薬剤師  ・診療放射線技師（放射線治療従事者）  等  

●強度変調放射線治療、中性子捕捉療法等先進治療の実施、拠点病院への医師派遣  

●地域がん診療連携拠点病院等の医療従事者を対象に放射線療法、化学療法に係る研修を   

実施  

●化学療法専門医、放射線専門医等の育成、拠点病院等への配置支援  

●専門技能を持つコメディカルを育成、地域拠点病院等への配置支援  
・看護師   ・薬剤師   ・医学物理士  等  

3） 両大学病院の連携強化のための取組   

本府では、こうした両大学病院の連携を具体的に推進するため、副知事をトップに両大学病  

院の上層部が参画する「京都府がん対策総合戦略推進会議」を設置し、調整・協議を進めてい  

るところです。本府の地域医療は、両大学病院が巨いのネットワークを活用し、関係病院への  

診療支援や人事交流を行ってきたところですが、この会議により、従来のネットワークを超え  

た患者の紹介や退院の流れ、人事交流の仕組みを構築していきます。   

高度専門医療を担う京都大学医学部附属病院が、京都府立医科大学附属病院と協力してがん  

医療水準の向上を目指すことは多くの府民が期待しているところであり、芋後とも、本府の積  

極的な関与のもと、両大学病院の協力を得て府内のがん医療の均てん化を図って参りたいと考  

えております。  

3 京都府の二次医療圏とがん診療連携拠点病院について  

1） がん診療連携拠点病院の必要数について   

本府の二次医療圏の面積、人口等の概要については、別紙のとおりです。   

本府の人口、医療資源は京都市を包含する京都・乙訓医療圏に集中しており、同医療圏の面   

積が府の19％（約860knづ）であるのに対して、人口は61％（人口約162万人）、医療機関は6   

6％、一般病床300床以上の医療機関に限ると2つの大学附属病院を含め府全体の71％を占   

めるなど、全国でも他に例のない人口構成、高度医療機関の集中している地域です。   

京都・乙訓医療圏の人口は標準的な二次医療圏人口（35万人）を大きく上回っており、が   

ん死亡率（標準化死亡比）についても、府平均（男102．6、女104．2）を大きく上回って（男  

105．6、女109．3）いることから、がん診療連携拠点病院の選定にあたってはきめの細かい   

整備が必要であり、上述の標準的な二次医療圏人口（概ね35万人）を基本に、拠点病院を4   

カ所～5カ所整備することが適当と考えられます。  

また、がん医療の均てん化の観点から、各二次医療圏域においてもがん診療連携拠点病院を  

1カ所整備することが必要であり、以上から本府においては9～10カ所程度のがん診療連   

携拠点病院が必要であると考えられます。  

一 3 －  
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2）各脚卦こおけるがん診療連携拠点病院の推薦の考え方lこついて   

具体的ながん診療連携拠点病院の整備については、以下のように考えます。  

二次医療圏  人口   
必要な  

拠点病院   
拠点病院数  

丹後医療圏  11万人   （1）R  

中丹医療圏  21万人   
鶴医療センター   

2  

南丹医療圏  15万人   し1J＼  

京都市南西部   支援  

乙訓  京都市立病院  

京都・  7（ノ8   京都大学医学部附属病院   

乙訓  京都市北西部  
医療圏  

京都市南東部  

162万人  

する病院含む   
支   

山城北医療圏  45万人   （1）〆  

山城南医療圏  12万人   （1）〆  

如こついて   

前述のように京都・乙訓医療圏においては、同県域をカバーするために4～5カ所程度の拠  

点病院の整備が必要と考えられます。   
さらに、南丹・山城北・山城南医療圏においては、現在がん診療連携拠点病院の指定要件を  

充足する医療機関がありませんが、これらの医療圏と地理的なつながりが深く、患者を受け入  
れやすい京都・▲乙訓医療圏のがん診療連携拠点病院で医療機能の維持・向上等について支援す  

ることが必要になっています。   

以上の状況と各医療機関の機能を踏まえ、京都・乙訓医療圏からは圏域をカバーする4病院  
と他の3圏域を支援する病院を加え、都道府県がん診療連携拠点病院に加え、京都第二赤十字  
病院、京都市立病院、京都第一赤十字病院、国立病院機構京都医療センター、京都桂病院の合  
計7病院を整備することが適当であると考えられます。   

これらの医療機関については、地域性や各医療機関が得意とする分野について役割分担・相  
互補完し連携を強化する中で、府全体のがん医療水準の均てん化に努めることとします。  

《地理的役割分担》  

京都・乙訓医療圏は道路交通網・公共交通機関とも発達しており、京都府南部地域  
からの受診も多いことから、患者の利便性、地域診療所との連携等を考慮し、圏域内  
外をエリア別に担当することによりがん医療体制の構築を図ることとします。  

《機能的役割分担》  

それぞれの医療機関が得意とする分野を最大限活用し、機能的分担・相互連携を図  
り、都道府県がん診療連携拠点病院とも連携しながら、府全体の医療水準の向上を図  
ることとします。  
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＜京都第二赤十字病院＞   

・がん全般にわたり高い治療実績‥・がんの新入院患者数年間約2，800人   

・とりわけ、内視鏡による早期診断・早期治療の実績・専門性が高い。   

・府内第一一号の地域医療支援病院の承認（H18．4．1付け）を受けるなど、かかりつけ医  

との連携も強く、地域連携パス導入に向け検討中。  

＜京都市立病院＞   

・中京区・下京区及び乙訓（向日市・長岡京市・大山崎町）住民を主に、がん治療全般に  

対応し、がんの新入院患者数について、年間約2，100件のがん治療実績があり、がん  

治療全般に対応。   

・とりわけ血液がんや小児がんを中心に取り組んでおり、「骨髄移植推進財団」並びに「日  

本さい帯血バンク」の認定施設として、難治性の白血病等に対する造血肝細胞移植を実  

施するほか、HLA不一致移植にも対応。   

・放射線医療に力を入れ、ライナック、腔内照射×緑装置、小線源治療装置を備え、婦人  

科系がんおよび消化器系がん、前立腺がんで実績をあげている。  

＜京都第一赤十字病院＞   

・東山区住民を主に、がん全般にわたり高い治療実績‥・がんの新入院患者数年間約  

3，700件   

・とりわけ消化器系がん、婦人科系がんの実績が高い。   

・京都大学医学部附属病院以外で、府内で唯一がん看護専門看護師を配置しており、当該  

看護師を中心に専門的看護教育を実施。がん関係認定看護師の配置が進んでいる。   

・チーム医療を原則とし、クリテイカルパスを積極的に整備。  

＜国立病院機構京都医療センター＞   

・伏見区住民を主に、消化器系がん他、がんの新入院患者数について、年間約3，100件  

の治療実績がある。また、隣接する山城北医療圏や山城南医療圏からも患者を受け入れ  

ている。   

・がん薬物療法専門医を中心に化学療法の体制を充実させており、コメディカルスタッフ  

の充実にも力を注いでいる。   

・府内のがん診療連携拠点病院で初めてがん患者サロンを設置するなど、がん患者と連携  

したがんに係る情報提供に力を入れている。  

＜京都桂病院＞   

・西京区・右京区及び乙訓（向日市・長岡京市・大山崎町）住民を主に、がんの新入院患  

者数について、年間約3，800人の治療実績がある。   

・特に、肺がん治療においては、高い実績がある   

・専門医はもちろん、がん専門薬剤師、化学療法に精通した薬剤師の育成に力を入れ、「が  

ん専門薬剤師研修事業・研修施設」になっている。  

2）中丹及び丹後医療圏について  

中丹及び丹後医療圏は人口は府の12．0％（約32万人）ですが、面積は府全体の2分の1弱   

を占め、約2，087∩てとなっています。  

－ 5 －  
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中丹医療圏は、主要道として国道27号線、公共交通機関としてJR舞鶴線がありますが、  

他には主要な交通機関がないこと、冬期においては降雪量も多く（1～2㍍）、たびたび道路  

は寸断されることなどから、舞鶴市（約9．2万人）－福知山市（約8．2万人）相互間は患者の  

流入が1～5％内に留まっています。また、舞鶴市においては主要地方道176号線を通じ丹  

後圏域から約10．6％、福井県から、9．3％の患者流入があります。  

このため、地理的・機能的要因を踏まえ、国の示すがん診療連携拠点病院の指定要件を充足  

し、おのおのの地域の中核としてふさわしい役割を期待できる、次の2つの医療機関が、がん  

診療連携拠点病院として適当であると考えられます。   

＜福知山市民病院＞   

・隣接する兵庫県からの流入患者もあわせ、がん診療全般に対応‥・年間約920件   

・とりわけ、肝がん・婦人科系がんに対応   

・北部の血液・造血器悪性腫瘍のほとんどに対応   

・地域の医療機関との共同受診カードを作成し、地域連携を推進   

・病棟全面改築に伴い、強度変調放射線治療や小線源治療等の放射線治療装置を充実。種  

類・台数ともに、京都・乙訓医療圏の医療機関に匹敵できるものを備え、質の高いがん  

治療を提供している。隣接する丹後医療圏患者の放射線治療の約半数を担っている。   

＜国立病院機構 舞鶴医療センター＞   

・舞鶴市民を中心に、丹後医療圏及び隣接する福井県からの流入患者をあわせ、がん治療  

全般に対応・・・年間約690件   

・隣接する丹後医療圏患者の放射線治療も担っている。   

・精神医療の基幹施設として位置付けられており、がんにおいても精神的ケアが充実。精  

神腫瘍学の基本教育に係る都道府県指導者も複数配置されている。   

・従前から先駆的・積極的に取り組み、13年3月に導入したハイパーサーミアをがん末  

期患者の侵襲の少ない緩和療法の一つとしても利用するなど、その治療内容の充実も因  

っている。  

これらの2医療機関については、とりわけ各医療機関が得意とする分野について機能的役割  

分担と相互補完し連携を強化する中で、都道府県がん診療連携拠点病院とも連携しながら、府  

全体の医療水準の向上を図ることとします。   

なお、丹後医療圏については、当面隣接する中丹医療圏の地域がん診療連携拠点病院と連携  

を図り、医療水準を維持・向上させていきたいと考えています。  

4 まとめ   

以上のとおり、本府のがん死亡率を減少させるのに不可欠な対策として、都道府県がん診療  

連携拠点病院及び地域がん診療連携拠点病院を府内全域に整備し、今後、京都府立医科大学附  

属病院及び京都大学医学部附属病院を中心とした医療機関のネットワークを構築・充実させる  

中で、いわゆる「がん難民」を無くし府民の健康を守っていきたいと考えております。  

－ 6 －  
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都道府県がん診療連携拠点病院における  

具体的事業計画  

1．ネットワーク構築  

京都府立医科大学附属病院   京都大学医学書岬属病院   

●がん診療連携協議会の運営   ●がん診療連携協議会の共催   

●拠点病院等のスタッフのネットワーク構築   ●拠点病院等のスタッフのネットワーク構築   

・緩和ケアチーム・がん登録実務者   ・薬剤師   

・相談支援センター相談員   ・診療放射線技師（放射線治療従事者）   

・化学療法チーム ・看護師   

（1）がん診療連携協議会の運営（両大学病院）   

02回以上／年開催   

○内容：がん診療連携拠点病院間の情報交換、連携方策協議  

拠点病院の要件充足のための取組の進捗管理  

がん患者サロンの設置等、府独自取組についても依頼・進捗管理  

（2）拠点病院等のスタッフのネットワーク構築（両大学病院）   

○看護師、薬剤師、緩和ケアチーム、がん登録実務者、相談支援センター相談員等  

各職種ごとにネットワーク会議を開催   

○各 2回以上／年開催   

○内容：情報交換、研修会企画、在宅医療従事者との連携等課題整理・取組検討  

2．治療分野  

京都府立医科大学附属病院   京都大学医学部附属病院   

●全府的地域連携クリテイカルパスの整備  ●強度変調放射線治療、中性子捕捉療法  

等先進治療の実施  

●拠点病院への放射線医師派遣   

（1）強度変調放射線治療、中性子捕捉療法等放射線治療に係る先進治療の実施   

（京都大学医学部附属病院）   

○年間実患者数100人以上に対し治療実施  

（2）拠点病院への放射線医師派遣（京都大学医学納尾貼）   

○拠点病院の放射線治療機能を強化するため医師を派遣  

→全拠点病院への日本医学放射線学会放射線治療専門医、日本放射線腫疫学会認  

定医等の配置（平成24年度）  

（3）全府的地域連携クリテイカルパスの整備（甜府立医科大学附属病院）   

○厚生労働省研究班の研究成果を元に、府城統一版の地域連携クリテイカルパスを  

作成（平成23年度）。拠点病院を通じて各地域での普及を図る。  
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3．教育・研修  

京都大学医学部附属病院  京都府立医科大学附属病院   

●地域がん診療連携拠点病院等の医療従   

事者を対象に放射線療法、化学療法に   

係る研修を実施  

●がん薬物療法専門医、放射線治療医等   

の育成、拠点病院等への配置支援  

●専門技能を持つコメディカルを育成、   

地域拠点病院等への配置支援  

・看護師   ・薬剤師  

・医学物理士  等  

●拠点病院等の研修計画を集約、連携推進  

●緩和ケアの地域への普及推進  

・地域がん診療連携拠点病院の緩和ケア  

研修を支援  

・地域中核病院の緩和ケアチームヘの  

研修実施 等  

（1）拠点病院等の研修計画を集約、連携推進（京都府立医科大学附属純）   

○がん診療連携協議会を通じて年次計画を把握・共有するとともに、同一地域・同  

一内容での開催は調整するなど役割分担による効率化を図る。  

（2）緩和ケアの地域への普及推進（京舶立医科大学附属病院）   

○厚生労働省の基準を満たすことのできる講師チームを派遣し、全地域拠点病院の  

開催を支援（平成21年度 全拠点病院で厚労省指針に準拠した研修実施1回  

×9病院）   

○地域中核病院の緩和ケアチームヘの研修実施（平成21年度1回／年）  

（3）地域がん診療連携拠点病院等の医療従事者を対象に放射線療法、化学療法等に係  

る研修を実施（京都大学医学部附属病院）   

020回／年開催  

（4）専門医を育成、地域拠点病院等への配置支援（京猷苧医学柵尾病院）   

○がんプロフェッショナル養成プランに基づき養成（平成24年度目標）  

・がん薬物療法専門医 10人  

・放射線治療専門医  4人  

・乳腺専門医  3人  

・婦人科腫癌専門医  2｛  

→拠点病院へのがん薬物療法専門医、放射線治療専門医の配置  

（5）専門技能を持つコメディカルを育成、地域拠点病院等への配置支援（貢献苧医学部附郎院）   
○がんプロフェッショナル養成プランに基づき養成   

○平成24年度目標：  

・がん専門薬剤師  4人  

・がん専門看護師  3人  

1医学物理士、放射線品質管理士 2人  

→拠点病院へのがん専門薬剤師・がん専門看護師の配置  
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4 がん登録  

京都府立医科大学附属病院   京都大学医学部附属病院   

●拠点病院等の院内がん登録データを集約  ●京都府立医科大学と共同で院内がん登   
・分析・評価   録データを分析・評価   

●院内がん登録に係る研修実施   

（1）拠点病院等の院内がん登録データを集約・分析・評価（両大学病院）   

○国立がんセンターから提供された院内がん登録データを分析。   

○平成24年度目標：  

・集約・分析結果の公表  

■病院ごとの治療実績、生存率を評価し、拠点病院同士で共有。  

・相談支援センター等で活用。  

（2）院内がん登録に係る研修実施（京都府立医科大学附属病院）   

○府内で2回以上／年開催  

5 情報提供  

京都府立医科大学附属病院   京都大学医学部附属病院   

●セカンドオピニオン実施窓口等医療情報  ●地域拠点病院等に対する研修、教育機   

の収集・分析・発信   会に関する情報発信   

●拠点病院のない二次医療圏の中核病院へ   

の相談支援センター立ち上げ支援   

（1）セカンドオピニオン実施窓口等医療情報の収集・分析・発信（京都府立医科大学帽病院）   

○府内病院対象に調査実施（平成21年度）   

○調査内容：対応がん種、担当医師及び専門分野等   

○調査結果は、医療機関の間で共有  

（2）拠点病院のない二次医療圏の中核病院への相談支援センター立ち上げ支援  

（克郎立医科大学附属病院）   

○がん診療連携拠点病院のない二次医療圏に相談支援センターを設置し、相談員に  

対する研修、症例研究を実施するなど支援（平成21年度 研修2回実施）  

（3）地域拠点病院等に対する研修、教育機会に関する情報発信（京都大学医学部附属病院）   

○専門医療従事者向けの研修、教育実施情報を発信  
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（参考資料）  

京都府のがん診療体制の整備方針、がん診療連携拠点病院の  
具体的取組及び目標について  

1．京都府におけるがん診療体制整備の考え方（役割分担について）   

・本府においては、推薦意見書本文でも述べたように、京都・乙訓医療圏に人口約162  

万人が集中し、標準的な二次医療圏人口（35万人）を大きく上回っていること、また、  

周辺の二次医療圏（南丹・山城北・山城南医療圏）で、がん診療連携拠点病院の指定要  

件を充足する医療機関がないことなどから、人口・地理的要因等を踏まえ、京都・乙訓  

医療圏でがん診療拠点病院を一定数指定し、これらの二次医療圏をカバーすることとし  

ます。   

・府北部においては丹後医療圏で拠点病院の指定要件を充足する医療機関がないこと、中  

丹医療圏に患者流入の状況があることから、中丹医療圏でがん診療連携拠点病院を指定  

し、丹後医療圏もカバーすることとします。   

・上記の地域的な役割分担に加え、機能的役割分担として、それぞれの拠点病院が長所を  

活かし、他のがん診療連携拠点病院と連携しながら、京都府全体のがん診療機能向上を  

図ることとします。（具体的な役割分担は以下の通り）   

・なお、本府における京都府立医科大学附属病院・京都大学医学部附属病院を中心とした  

がん診療体制の構築は、府議会やがん患者等の参画者を公募して行う「府政円卓 ～  

がん対策を考える～」等でも、強く求められているものであり、両大学上層部による「京  

都府がん対策総合戦略推進会議」及び「京都府医療審議会」の協議も踏まえたものです。  

（1）京都・乙訓医療圏については、圏域を4地域に分け、それぞれの地域を主に担当す  

る拠点病院を位置付けるとともに、周辺の二次医療圏をカバーする病院も位置付けま  

す。また、機能的な役割分担も下記のとおり位置付けます。  

①京都市北東部地域（左京区、山科区）  

京都大学医学部附属病院は、病院の所在する左京区及び京都市営地下鉄東西線を利  

用し来院する患者が多い山科区の担当とするとともに、機能的には、都道府県がん診  

療連携拠点病院として、専門医療従事者の育成・配置、先進的放射線医療等で地域が  

ん診療連携拠点病院等を支援する役割を位置づけます。  

②京都市北西部地域（上京区、北区）  

京都府立医科大学附属病院・京都第二赤十字病院は、利用者の多い上京区、北区の   

担当とします。また、京都第二赤十字病院については、京都市営地下鉄・近鉄線を利  
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用する山城北医療圏の患者も多いことから、京都第一赤十字病院とともに山城北医療  

圏をカバーする病院と位置付けます。   

機能的には、京都府立医科大学附属病院については、都道府県がん診療連携拠点病  

院として、拠点病院のネットワーク形成、緩和ケアにかかる指導等で地域がん診療連  

携拠点病院等を支援する役割を位置つけます。また、京都第二赤十字病院については、  

内視鏡診断や地域連携について都道府県がん診療連携拠点病院等と連携し、府全体の  

医療水準向上を支援する役割を位置付けます。   

③京都市南東部地域（南区、東山区、伏見区）   

京都第一赤十字病院、国立病院機構京都医療センターは、南区、東山区、伏見区の  

担当としノます。また、京都第一赤十字病院は京阪線を利用する山城北医療圏の患者も  

多いことから、京都第二赤十字病院とともに山城北医療圏をカバーする病院と位置付  

けます。国立病院機構京都医療センターについては、地理的に最も南に位置する拠点  

病院であり、JR奈良線を利用する山城南医療圏の患者も多いことから、山城南医療  

圏をカバーする病院と位置付けます。   

機能的には、京都第一赤十字病院は消化器がん・婦人科がん及び看護教育の分野に   

ついて、国立病院機構京都医療センターは、化学療法及び患者との連携による情報提  

供について都道府県がん診療連携拠点病院と連携し、府全体の医療水準向上を支援す   

る役割を位置付けます。   

④京都市南西部・乙訓地域（中京区、下京区、西京区、右京区、乙訓地域）  

京都市立病院・京都桂病院は、中京区、下京区、西京区、右京区、乙訓地土或の担当   

とします。また、京都桂病院は南丹医療圏から近く利用者も多いため、南丹圏域をカ   

バーする病院と位置付けます。  

機能的には、京都市立病院は血液がん、小児がん治療及び小線源・腔内照射等の放   

射線治療について、京都桂病院は、肺がん治療、薬剤師教育について都道府県がん診   

療連携拠点病院と連携し、府全体の医療水準向上を支援する役割を位置付けます。  

（2）中丹医療圏については、福知山市民病院、国立病院機構舞鶴医療センターをそれぞ  

れ西部、東部を担当とし、両病院とも隣接する丹後医療圏をカバーする病院と位置付  

けます。  

機能的には、福知山市民病院は血液がん、体外照射も含めた放射線治療について、   

舞鶴医療センターは精神腫瘍学、温熱療法について都道府県がん診療連携拠点病院と   

連携し、府全体の医療水準向上を支援する役割を位置付けます。  
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2．京都府におけるがん診療連携拠点病院の具体的取組及び目標   

（相乗効果について）  

（1）分野ごとに具体的目標を定め、京都府、都道府県がん診療連携拠点病院、  

地域がん診療連携拠点病院が連携しながら取組を推進します。（別添「今  

後の京都府及びがん診療連携拠点病院の取組・目標」を参照）  

（2）取組にあたり、京都府立医科大学附属病院はネットワーク形成、京都大  

学医学部附属病院は人材育成等を主に担当し、役割分担による効率化を  

図るとともに、京都大学医学部附属病院で育成された人材を京都府立医  

科大学附属病院のネットワークで診療支援や研修講師等に広く活用する  

など、それぞれの機能を連携させることでより効果的な実施を図ります。  

両大学病院間の連携は、現在、副知事をトップに病院上層部とで構成す  

る「京都府がん対策総合戦略推進会議」において具体的な取組を決定し  

ており、今後ともこの会議を活用して協力体制を強化していきます。  

（3）また、地域がん診療連携拠点病院においては、1で述べたようにそれぞ  

れの長所を活かし、都道府県がん診療連携拠点病院等と連携しながら、京  

都府全体のがん診療水準の向上を図ることとします。  
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今後の京都府及びがん診療連携拠点病院の取組1目標  

項  目   拠点病院等の現状   平成21年度以降の京都府、各拠点病院の取組   目  標   

化学療法・  9／9病院  

放射線治療   9／9病院  ○地域がん診療連携拠点病院等の医療従事者を対象に放射線療法、化学療法   

の推進   ・がん薬物療法専門医の配置  2／9病院  等に係る研修を実施（京大）  6／9病院（平成24年度）  

・放射線治療専門医の配置  7／9病院  ○専門医を養成・地域拠点病院等への配置支援（京大）   9／9病院（平成24年度）   

緩和ケアの  ・緩和ケア外来  5／9病院   9／9病院（平成21年度）   

推進   ・緩和ケア病棟   ○緩和ケア専従者の配置・確保（各拠点病院）        0／9病院  3／9病院（平成24年度）  

・地域医療従事者に対する緩和ケア研修実施9／9病院  

・厚労省指針緩和ケア研修実施  0／9病院       ○厚労省指針に基づく緩和ケア研修の実施（各拠点病院）   9／9病院（平成21年度）  

（京都府実施分 2回115名修了）   ○講師チームを派遣等、地域拠点病院の厚労省指針に基づく緩和ケア研修を支援（府立医大）  

・がん診療連携拠点病院、地域中核病院の緩和  1回／年（平成21年度）  

ケアチーム向け研修実施   

専門医療   ・がん専門看護師の配置  2／9病院   6／9病院（平成24年度）   

従事者の   ・がん化学療法看護認定看護師の配置7／9病院  9／9病院（平成24年度）   

確保   ○専門看護師・薬剤師等の育成、地域拠点病院等への配置支援（京大）  9／9病院（平成24年度）  

・がん性痺痛看護認定看護師の配置5／9病院  9／9病院（平成24年度）  

・緩和ケア認定看護師の配置 ○府内のがん認定看護師養成講座を開設支援（京都府）  9／9病院（平成24年度）  

・皮膚・排泄ケア認定看護師の配置7／勺病院  9／9病院（平成24年度）  

○認定看護師、がん薬物療法認定薬剤師研修機関等への職員派遣（各拠点病院）  

・医学物理士の配置  4／9病院  6／9病院（平成24年度）  

・放射線治療品質管理士の配置 8／9病院  9／9病院（平成24年度）   

地域との   ・5大がん全ての地域連携パス整備 0／9病院  ○厚生労働省研究班の研究成果を元に、府城統一版の地域連携クリテイカル  9／9病院（平成23年度）   

連携推進  パスを作成（府立医大）  

○各地域での協議・普及（各拠点病院）   

患者等への  ・がん患者サロンの設置  3／9病院  ○患者会へ活動場所等提供、ボランティアとの連携強化（各拠点病院）   9／9病院（平成24年度）   

情報提供の  ・相談支援センターのある二次医療圏2／6圏域  

充実  相談員に対する研修を実施するなど支援（府立医大）  

・患者・家族モニター等の意見を聞きながら、  平成21年度実施  

拠点病院の診療機能を分かりやすく情報提供  

・相談支援センター連絡会議の開催   ○連絡会議の設置（府立医大）   平成21年度開催  

がん登録の  ・院内がん登録に係る研修実施  0回／年  ○研修実施、院内がん登録データを分析・共有（府立医大・京大）   2回／年（平成21年度）   

推進   ・拠点病院のがん患者届出率  ⑲とりまと桝  ○院内がん登録の精度向上、体制強化（各拠点病院）  100％（平成24年度）  

○地域がん登録の標準化、国立がんセンターの標準データヘ●蠣スシステム導入による届出  

しやすい環境の整備（京都府）  
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「京都府がん対策戦略推進会議」の概要  

＜目 的＞   

府民の死因第1位となっている「がん死亡」を減少させ、きょうと健康長寿日   

本一を推進するために、府立医科大学及び京都大学医学部のがん診療関係者の協   

力・連携のもと、がん対策を専門的・科学的な見地から検討を行う。  

＜協議事項＞  

（1）京都府におけるがん医療水準の向上に関すること   

（2）がん診療連携の円滑な実施に関すること   

（3）その他、京都府のがん対策の推進に関すること  

＜会議構成＞  

（1）医大関係者：学長、がん制圧センター・緩和ケア等担当診療部長（4名）  

（2）京大関係者：病院長、がんセンター・放射線療法等担当診療部長（4名）   

（3）京 都 府：副知事  

＜開催状況＞  

開催時期   協   議  事  項   

平成19年 3月  京都府のがん対策について   

平成20年 3月  京都大学医学部附属病院の都道府県がん診療連携  

拠点病院への推薦について   

平成20年 6月   

両大学病院の役割分担・連携方策について  平成20年■ 8月   

平成20年10月   

＜第2回以降、持ち回り開催＞  

＜その他＞   

会議事務局：京都府健康福祉部健康対策課  
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1健対第103号   

平成21年1月6日  

厚生労働大臣 舛添要一 様  

京都府知事 山田啓  

京都大学医学部附属病院によるがん診療連携協議会の開催  

及び同協議会への積極的関与に係る確約書   

京都大学医学部附属病院については「がん診療連携拠点病院の整備に関する指針」（平  

成20年3月1日付け健発第030100号厚生労働省健康局長通知）に基づき、本府から都道  

府県がん診療連携拠点病院に推薦しているところです。   

同病院と既に都道府県かん診療連携拠点病院の指定を受けている京都府立医科大学附  

属病院との間では、副知事をトップとする「京都府がん対策総合戦略推進会議」により、  

がん対策に係る連携方策や取組を協議・決定しているところですが、同病院が指定され  

た場合は、京都府立医科大学附属病院と連携の上、今年度中に京都府がん診療連携協議  

会や、がん薬剤業務連携協議会を開催するなど、積極的に拠点病院間の連携体制の構築  

に努めることとなっており、本府としても、同病院が上記協議会の運営について積極的  

な役割を果たすよう指導することを確約いたします。  

20   



人口  ：約264万人  
二次医療圏数  5  

26京 都 府  

都道府県拠点   地域拠点   
新規申請   0   

既指定病院  口  ロ   
計   2   

＞合計：9  
「※」は、新入院患者数が1．200人に満たない場合。   

【新規申請病院】  

京都大学医学部附属病院  
都道府県がん診療連携拠点病院  

1，182床  

5，761人（33％）／年  

156，934人／年  

367件／2か月  
1．486人／年  
3，379回／2か月  

454人／2か月  
1，074件／2か月  

678人／2か月  
1，493件／2か月  

53件／2か月  

6600件／2か月（149件／2か月）  

0件／2か月  

一都道府県がん診療連携協議会が未開催であるが、平成20年度  
中に府立医科大と共催で開催することなどにつき、府から確約  
書が提出されている。  

申請区分  

病床数  
新入院がん患者数   

（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者延数  
悪性腫瘍手術総数  

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  
化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  
化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  
緩和ケアチーム新規依植件数  

病理診断件数（迅速検査件数）  

相談支援センター相談件数  

指定要件の充足度  

【参考：既指定病院】  

京都府立医科大学附属病院  
都道府県がん診療連携拠点病院  

1，065床  

3，783人（32％）／年  

3，203人／年  
238件／2か月  
541人／年  

6，9了9回／2か月  

251人／2か月  
960件／2か月  
84人／2か月  

493件／2か月  
22件／2か月  

1410件／2か月（113件／2か月）  

区分  
病床数  

新入院がん患者数   
（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者延数  
悪性腫痛手術総数  

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  
化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  
化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  
緩和ケアチーム新規依植件数  
病理診断件数（迅速検査件数）  

談件数  相談支  ／2か月  センター  

京都第二赤十字病院  
区分  

病床数  
新入院がん患者数   

（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者延数  
悪性腫瘍手術総数  

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  
化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  
化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  
緩和ケアチーム新規依頼件数  
病理診断件数（迅速検査件数）  

相談支援センター相談件数  

680床  

2，793人（19％）／年  

35，70了人／年  

136件／2か月  
181人／年  

2，353回／2か月  
212人／2か月  
660件／2か月  
424人／2か月  
740件／2か月  

7件／2か月  
1673件／2か月（38件／2か月）  

89件／2か月  

21   



立病院  
地域がん診療連携拠点病院  

586床  

2，083人（20％）／年  

67，198｛／年  
133件／2か月  
266人／年  

1，351回／2か月  
141人／2か月  
486件／2か月  
93人／2か月  

Z即件／2か月  
4件／2か月  

823件／2か貞（45件／2か月）  
358件／2か月  

区分  
病床数  

新入院がん盛者数   
（新入院患者数に占める割合）  

外寒がん患者延教  
悪性腰痛手術総数   

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  
化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  
化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕   
緩和ケアチーム新規依癌件数  
病理診断件数（迅速検査件数）  
相談支援センター相談件数  

京都第一赤十字病院  
地域がん診療連携拠点病院  

745床  

3，703人（27％）／年  

14，212 
259件／2か月  
375人／年  

1，169回／Zか月  
190人／2か月  
549件／2か月  
195人／2か月  
779件／2か月  
12件／2か月  

1653件／2か月．（65件／2か月）  
55件／2か月  

区分  

病床数  
新入院がん患者数   

（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者延数  
悪性腫療手術総数   

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  
化学療法総数（入院）【のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  
化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  
頼件数  緩和ケ  アチーム  

病理診断   数（迅速検査  
談支援センター  談件数  

センター  
地域がん診療連携拠点病院  

600床   

3，063人（26％）／年  

56，021人／年   
199件／2か月   

123人／年  

区分  
病床数  

新入院がん患者数  
（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者延数  
悪性腫癌手術総数  

放射線治療（体外照射）  患者実数〕  
1，384回／2  

172人／2   
556件／2  

月
月
月
 
 

＼
 
 
ヽ
 
 
ヽ
 
 

カ
・
｛
〃
カ
 
 

（入院）〔のべ患者数〕  
〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  
〔のづ処方日数〕   

緩和ケア 
病理診断件数（迅速検査件数）  

196人／2か月  
634件／2か月  
12件／2か月  

985件／2か月（4件／2か月）  
238件／2か月   相談支援センター相談件数  
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京都桂病院  
地域がん診療連携拠点病院  

585床   

3，了54人（36％）／年  

区分  
病床数  

新入院がん患者数   
（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者廷数  
悪性腫瘍手術総数  

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  
〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  
〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  
〔のべ処方日数〕  

緩和ケアチーム新規依桓件数  
病理診断件数（迅速検査件数）  

23  3
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「
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l
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⊃
 
 

人 321 

件
 
 

4
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4
0
U
・
l
1
9
5
 
 

0
5
4
9
5
亡
U
9
・
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＼  月
 
 
 

力
 
 

2
 
 

／
 
 

人／年  

回／2か月  

人／2か月  
2
 
 

／
 
 

件
 
 人／2か月  

2
 
 

／
 
 

件
 
 件／2か月  

1436件／2か月（60件／2か月）  
12件／2か月  談支援センター相談件数  

市立福知山病院  
地域がん診療連携拠点病院  

354床  

※923人（17％）／年  

24，252人／年  

51件／2か月  

162人／年  

934回／2か月  

53人／2か月  
217件／2か月  
65人／2か月  

243件／2か月  

18件／2か月  
655件／2か月（3件／2か月）  

1件／2か月  

区分  
病床数  

新入院がん患者数   

（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者延数  
悪性腫癌手術総数   

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  
化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  
化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

緩和ケアチーム新規依頼件数  
病理診断件数（迅速検査件数）  

相談支援センター相談件数  

舞鶴医療センタ・－  

地域がん診療連携拠点病院  
550床  

※685人（15％）／年  

5，310人／年  

28件／2か月  

103人／年  

668回／2か月  

35人／2か月  
114件／2か月  
28人／2か月  
85件／2か月  
2件／2か月  

326件／2か月（162件／2か月）  

区分  
病床数  

新入院がん患者数   
（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者延数  

悪性腫瘍手術総数  

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  
〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  
〔のべ処方日数〕  

緩和ケアチーム新規依頼件数  
病理診断件数（迅速検査件数）  

談支援センター相談イ  
牛／2か月  
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北海道知事  高   
丁き   

しユご㌔   

がん診療連携拠点病院の新規指定（指定更新）に係る推薦について   

標記について、「がん診療連携拠点病院の警備に関する指針」（平成20年3月1日付け隈  

発売030100唱厚生労働省健康局長通知の別添）に基づき、推薦意見書及び2・次医療薗の  

概要並びに推薦書を添付の上、下記の医療機関を推薦します。  

記  

都道府県ガん診療連携拠点病院（1病院）  

北海道ガんセンター（新規指定）  

地域がん診摂連携拠点病院（19病院）  

而立札幌病院（指定更新）、砂川而立病院（指定更新）＼王子総合病院（指定更新）＼  

JA北海道厚生連旭Jll厚生病院（指定更新）、総看病院北見赤十字病院（指定更新）＼  

JA北海道厚生連帯広厚生病院（指定更新）、而立釧路総合病院（指定更新）＼  

而立函館病院（指定更新）、日鋼記念病院（指定更新）  

函館五稜郭病院（新規指定）、KKR札幌医療センター（新規指定）、  

恵佑芸札幌病院（新規指定）、札幌医科大学附属病院（新規指定）＼  

JA北海道厚生連札幌厚生病院（新規指定）、手稲渓仁芸病院（新規指定）＼  

北海道大学病院（新規指定）、旭川医科大学病院（新規指定）＼  

而立旭川病院（新規指定）、釧路労災病院（新規指定）  

連絡先 保健福祉部保健医療局  

健康推進課歯科栄養グループ  

担 当 田中  

丁 巨 L Oll－204－5258  

F A X Oll－232－8216   

2了  



（様式2）  

北海道 2次医療圏の概要  

1．圏域図  

※所属する2次医療圏が分かるよう、がん診療連携拠点病院名を記載すること。  

1／2  
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2．概要  

（平成19年12月末日現在）  

医療圏名  人口割合 ％  人口密度  病院数   がん診療連携拠点病院   
面積（knて）  人口  

第三次  第二次  （）  既指定病院数  今回推薦病院－  計   

南渡島   乙669．53  419．ZO3   7．50  157．03   40   2く1〉   2  

道 南  1．423．10   29，155   0．50   20．49   5   0   0   0  

北渡島捨山  2，473．57   43．342   0．80   17．52   7   0   0   0   

札 幌   3，539．86  乙313，561   41．40  653．57  245   2   8（1）く1〉   8  

後 志   4，305．82  244．615   4．40   56．81   2了   0   0   0  

南空知   2，563．15  190，090   3．40   74．16   20   0   0   0  

中空知   2．160．97  125，858   2．20   58．24   1了   1く1〉   

道 央  
北空知   1，06了．07   37，851   0．70   35．47   7   0   0   0  

西胆振   1，356．16  206．895   3．70  152．56   23   2く1〉   2  

東胆振   乙341．84  219，023   3．90   93．53   19   1く1〉   

日 高   4．811．96   79．202   1．40   16．46   10   0   0   0   

上川中部  4．23臥12  415．205   了．40   97．97   45   3く1〉   3  

上川北部  4，197、40   74．646   1．30   17．78   8   0   0   0  

道 北  4了．160   0．80   21＿60   5   0   0   0  

留 萌   4，019．91   59－734   1．10   14．86   9   0   0   0  

宗 谷   4．050．76   73．292   1．30   18．09   10   0   0   0   

北 網   5，542．28  237．867   4．20   42．92   26   1く1〉   

オホーツク  
遠 紋   5．148．27   80．368   1．40   15．61   14   0   0   0   

十 勝   十 勝  10．831．24  356，649   6．40   32．93   36   1く1〉   

釧 路   5，997．38  261．242   4．70   43．56   23   2く1〉   2   

釧路・根  根 室   3，540．19   83．818   1．50   23．68   8   0   0   0   

計  78．462．26  5，598，776  100．00   71．36  604   10   21（1）く9〉   21   

注1）「人口割合」欄は、県全体の人口に対する圏域ごとの割合を記入すること。  

注2）「人口密度」欄は、各医療圏ごとに、人口／面積（kポ）（小数点以下第2位四捨五入）により算出した数値を記入すること。  

注3）「病院数」欄は、拠点病院以外の病院（診療所は除く。）も含めた数を記入すること。  

注4）「今回推薦病院数」欄は地域がん診療連携拠点病院を都道府県がん診療連携拠点病院へ指定変更する場合には（）書きで、  

指定更新の場合にはく〉書きで、内数を示すこと。  

2／2  
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推   薦  見  

1 現 状   

○ 本道においては、がんは、昭和52年（197丁年）より死因の第一位であり、「人口動態統計」   

によれば平成18年の1年間で1万6千人以上の道民が⊂くなっており、人口10万苅の了5歳末満   

粗死⊂率でも、155．5人と全国平均の139．8人よりも高くなっている。また、了5歳末満年   

齢調整死⊂率をみても、95．4人と全国平均の90．0人を上回っており、特に男支の肺ガんや大   

腸がん、女性の子宮がんの標準化死⊂比が高い奴況である。  

○ 本道ガ抱える特殊事情として、面積ガ約8万平方キロメートルと非常に広大であり、乗北6県と四   

国4県を併せた面積にほぼ匹敵している一方、人口については、約563万人と人口密度（人口／Kポ）   

ガ紺71人となっており、全国平均を大きく下回っている現状がある。  

○ こうした事情を背景に本道においては、がん診寮連携拠点病院を整備する基本的な単位となる二次   

医寮圏を21カ所、さらには、全国では唯一であり、他の都府県では都府県そのものの単位である三   

次医療圏として、6カ所をそれぞれ設定し、各種保健医漬福祉対策を進めている。  

○ また、本道においては特定の都市への医厚賀源の偏在による医漬格差が大きな課題となっており、   

特に医師については、札幌圏に全通の約半分ガ集中していることから、がん医寮を担う専門医師につ   

いても、同様の傾向にあることガ推測される。  

第二次医療圏ごとの医師数  

医摂圏  医師数   人口  人口  人口  
10万苅   10万苅   10万苅   

南渡島  901  216．2  北空知   79  196．0  留 萌   84  140．0  医師数  

南檜山   40  137．0  西胆振  460  223．3  宗 谷   277，927人  

北漂鳥削   人口10万苅  

札 幌  6，216  269．1  日  高   92  115．6  還 絞  lll  138．9   217．5人  

後 志  476  193．7  上川中部  1，252  306．3  十 勝  563  160．0   

雨空知  312  162．2  上川北部  116  ．155．5  釧 路  396  153．3   

中空知  247  194．9  富良野   58  122．9  根 室   74  89．3   

計  12，307  219．7   

※ 平成18年 医師・歯科医師・薬剤師調査による  

○ このような状況から、本道は限りある医療資源を育効に活用しながら、がん診療連携拠点病院の整   

備を進める必要がある。  
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2 ガん診擾連壬莞拠点病院の整備の考え方   

○ 本年3月に策定した「北海道がん対策推進計画」（以下「計画」という。）において、本道における   

がん医漬水準の均てん化を図るため、都道府県ガん診療連携拠点病院1カ所と地域がん診漂連携拠点   

病院20カ所を整備することとしている。  

○ 現在、都道府県ガん診摂連携拠点病院は未整備であり、また、地域がん診療連携拠点病院について   

は道内21の2次医漂圏のうち9つの圏域に10病院が指定されているが、12の圏域では指定要件   

を満たす医療機関ガないことから未指定の状況となっており、これらの圏域をカバーするガん診貰体   

制の整備が求められているところである。  

○ このため計画では、都道府県ガん診摂連携拠点病院の警備を進めるほか、地域がん診漬連携拠点病   

院については、将来白引こは第二次医摂圏ごとに警備することを目指すが、当面の問、警備ガ困難な第   

二次医摂圏については、他の圏域の地域ガん診療連携拠点病院が、未指定圏域の中核的な医療機関等   

と連携を図りながら、未指定圏域における拠点病院の機能を担うこととし、計画期間中（平成24年   
霞まで）は概ね第三次医摂圏を基本として、整備を進めることとしている。  

3 推薦病院の選定   

○ 本年3月、がん診療連携拠点病院の更なる機能強化に向けて、「ガん診賃連携拠点病院の整備に関   

する指針」が改正され、指定要件についても見直しが行われたが、道としては、現在指定されている   

地域がん診寮連携拠点病院を含め、できるだけ早期に新たな指定要件を充足した病院を整備すること  

により、買の高いガん医原の提供体制を構築したいと考えている。  

○ 上記の考え方にたち、「北海道ガん対策推進計画」に墨っき、ガん診療連携拠点病院の整備を図る   

ため、「がん診原連携拠点病院等警備方針」（萎考賃料1）や「平成20年定ガん診ヨ責連携拠点病院推   

薦要領」（参考葺料2）を定め、写回の推薦病院の選定に向けて次のとおり手続きを進めた。  

事前調査   

所たな指定要件において、必須要件の1つとされたt」ニアック等の体外照射による放射線治原  

機器を整備している病院や過去の調査においてがん診漬連携拠点病院の指定を受ける意向を召す  

る病院に苅し、再度、指定を受ける意向の南無及び指定要件の充足状況を把握するための調査を  

実施した。  

推薦候補病院の選定   

上記の調査結果を踏まえ、享年匿に指定を受ける意向があり、かつ、指定要件を充足している  

と見込まれる病院の中から、都道府県がん診療連携拠点病院の役割を担うにふさわしい1病院を、  

また、地域ガん診標連携拠点病院については、別送定める方法により算出した第二次医寮圏ごと  

の整備数に基づ＜病院を、それぞれ推薦候補病院（冥）として選定した。  
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外部からの意見聴取   

選定した推薦候補病院（案）について、さらに専門的見地から意見を得るため、学識経験者、  

医師芸等の医賃関係団体、市町村などからなる北海道総合保健医療協議会地域保健専門委員芸  

（委員長：北海道医師会副芸長）に諮ったうえで、推薦候補として決定した。  

推薦病院の決定   

推薦候補病院に対し、推薦に必要な資料の提出を求めるとともに、提出された賃料に基づき、  

指定要件の充足状況等について再度確認を行った上で、推薦病院を決定している。  

4 与回推薦する病院   

（1）都道府県ガん診寮連携拠点病院の推薦  

事前調査の結果、都道府県がん診漂連携拠点病院として指定を受ける意向ガあり、かつ、同病院  

の指定要件を充足していると見込まれる病院は、矧こ地域がん診漬連携拠点病院として指定を受け  

ている札幌圏の北海道ガんセンターのみであった。  

同センターは、がん医療を専門とする病院として道内でも実績ガあり、がん診療情報ネットワー  

クやがん登録について優れた機能を持っているほか、北海道ガん診寮連携拠点病院連絡協議芸を開  

催するなど、本道のがん医療における先駆的・指導的役割を果たしており、推薦資料においても都  

道府県がん診寮連携拠点病院の指定要件を充足していると認められることから、推薦するものであ  

る。  

（2）地域がん診察連携拠点病院の推薦  

事前調査の結果、地域がん診療連携拠点病院として指定を受ける意向があり、かつ、同病院の指   

定要件を充足していると見込まれる病院が19カ所あった。  

これちを対象に、第二次医標圏ごとの整備数の算定方法に墨つき箇所付けを行い、さらに提出さ   

れた推薦賃料においても地域ガん診漂連携拠点病院の指定要件を充足しいると認められることから   

次の19病院を推薦するものである。  

院  三次  名  ≡次  病  院  名   

医賃圏   医漂圏   

道 南  南濃島  市立函館病院   道 央   西胆振  日鋼記念病院  

函館五稜郭病院  乗胆振  王子総合病院   

道 央  札幌  市立札幌病院  道 北  上川中部  旭川厚生病院  

札幌医科大学附属病院  旭川医科大学病院  

札幌厚生病院  市立旭川病院  

北海道大学病院  オホーツク  北 網  北見赤十字病院  

恵佑会札幌病院  十 勝  十 勝  帯広厚生病院  

KKR札幌医療センター  

手稲渓仁会病院  釧路労災病院  

中空知  砂川市立病院  

※ 太字コシック体は与回新たに推薦する拠点病院  
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5 推薦病院に求められる役割   

○ 本道の医漂圏の特徴としては、人口だけでなく、医標機関、医摂言封肩、医師等の医標責源の全てが   

札幌をはじめ旭川、函館、釧路などの各市を含む都市部に集中しており、また、がん入院患者の受策   

動向も道内全域からこれら都市部の医漬圏への依存率が総じて高いこと言える。（参考賃料4）  

○ こうした本道の現状を踏まえ、計画期間内においては、ガん入院患者の受摂動向を踏まえ、札幌圏   

を中心に複数のがん診漬連携拠点病院を警備することにより、手術、放射線治療及び化学ヨ責法を効果   

白引こ組み合わせた葉学的治療や沿寮の初期段階からの緩和ケアの実施など、賀の高いがん医漂サ～ビ   

スを提供する体制を充実させるとともに、各拠点病院に対しては、本道におけるがん医漬水準の均て   

ん化を図るため、「ガん診療連携拠点病院等整備方針」に掲げる役割を求めることとしている。  

○ 特に、新たな指定要件に盛り込まれた「がん医標に携わる医師を対象とした緩和ケアに関する研修   

の実施」については、研修の対象となる医師の約半分ガ札幌而に集中していることから、計画期間内   

において、複数のがん診原連携拠点病院による積極的な取組みを求めていくものである。  

なお、1つの第二次医療圏に複数のガん診原連携拠点病院が整備されることに伴い、他の医原圏を   

含む地域の医横磯関に対する診漬支援や研修などの進め方については、∋後設置される予定の「北海   

道ガん診寮連携協議芸」において、各病院間や地域間における調整を図ることとしている。  

○ また、地域がん診摂連携拠点病院に指定された大学病院については、通独自の取組みとして、「北   

海道高度ガん診漂中核病院」に指定し、高度先進医療の提供、高度がん医療に関する研修のほか、ガ   

ん医漬の担い手となる高度な知識・技術を持つ専門医師及びコメディカルの胃成や、他の拠点病院等   

への医師派遣に取り組屯ことを求めていく。  

○ 芋回推薦する病院ガそれぞれの役割を充分に果たすことにより、がん診療連携拠点病院ガ整備され   

ていない医摂圏を含む各地域において、がん診原に携わる医療機関に対する諺標支援や人材育成等ガ   

促進されることにより、将来白訓こは、住民により身近な各第二次医標圏において、地域がん診摂連携   

拠点病院ガ整備され、本道全体のガん医原体制ガより一層充実することを期待するものである。  
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毒草資妻斗1  

がん診療連携拠点病院等整備方針   

道は、北海道がん対策推進計画（計画期間は平成20年4月から平成25年3月まで、  

以下「計画」という。）に基づき、がん診療連携拠点病院等の整備を次のとおり行うも  

のとする。  

1 基本的考え方  

（1）都道府県がん診療連携拠点病院（以下「都道府県拠点病院」という。）及び地域   

がん診療連携拠点病院（以下「地域拠点病院」という。）を整備するため、厚生労   

働省が定めた「がん診療連携拠点病院の整備に関する指針」（平成20年4月1日   

施行、以下「整備指針」という。）を踏まえて、厚生労働大臣の指定を受ける病院  
の候補を選定し、推薦する。  

（2）上記の指定を受けた大学病院（特定機能病院）について、開設者の申請に基づき、  

北海道高度がん診療中核病院（以下「高度中核病院」という。）として認定する。  

（3）地域拠点病院については、第二次医療圏ごとの整備を目指すが、整備指針に規定  

された指定要件を満たす病院が、特定の第二次医療圏に偏在している現状を踏まえ、  

未整備の第二次医療圏をカバーする体制を構築するため、計画期間内においては概  

ね第三次医療圏を基本に整備を進める。  

2 病院の役割   

各病院は、本道におけるがん医療水準の均てん化を図るため、次の役割を担うもの   

とする。  

（1）都道府県拠点病院   

① 地域拠点病院等の医師・薬剤師・看護師等に対する専門的な研修を実施する。   

② 地域拠点病院等に対し、情報提供、症例相談や診療支援医師の派遣などの診  

療支援を行う。   

③ 北海道がん診療連携協議会を設置し、がん医療に関する情報交換、がん登録デ  

ータの集積と分析・評価、地域拠点病院が行う各種研修に係る計画の作成、地域  

拠点病院等への診療支援医師の派遣調整及び地域連携クリティカルパスの整備な  

どを行う。   

④ （2）に規定する地域拠点病院としての役割も担う。  

（2）地域拠点病院   

① 地域連携ク リティカルパスの導入及び活用に向けて、先導的・主導的な役割を  

果たす。   

② 各医療機関の連携の下で適切な診断や治療が行われるよう、病理診断や画像診  

断の遠隔支援等による医療機関相互の連携を促進する。  

③ がん医療に携わる医師等を対象とした早期診断及び緩和ケア等に関する研修を  

実施する。  
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④ 患者やその家族が、担当医以外のがんの専門性を有する第三者の医師による助  

言（セカンドオピニオン）を受けられる体制を整備する。   

⑤ 患者やその家族に対し、地域におけるがん診療の連携体制や各医療機関の専門  

分野等について情報提供を行う。  

（3）高度中核病院（大学病院）   

（D 高度先進医療の提供や高度の医療技術の開発及び評価を行う。   

② 他の拠点病院等に対する放射線療法や化学療法等の高度のがん医療に関する研  

修を実施する。   

③ がん医療の担い手となる高度な知識・技術を持つ専門医師及びコメディカルス  

タッフの育成や、他の拠点病院等への診療支援を行う医師の派遣に、医育大学と  

一体となって取り組む。   

径）（2）に規定する地域拠点病院としての役割も担う。  

3 整備の進め方  

（1）都道府県拠点病院及び地域拠点病院の指定候補の推薦は、別途定める「がん診療  

連携拠点病院推薦要領」に基づき、行うものとする。  

（2）高度中核病院の認定は、別途定める「北海道高度がん診療中核病院認定要領」に  

基づき、行うものとする。  

4 施行期日  

この方針は、平成20年7月22日から施行する。  
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参考資料2  

平成20年度がん診療連携拠点病院推薦要領   

第1 目 的  
知事が、がん診療連携拠点病院等整備方針（以下「整備方針」という。）に基づき、   

都道府県がん診療連携拠点柄院（以下「都道府県拠点病院」という。）及び地域がん診   
療連携拠点病院（以下「地域拠点病院」という。）の指定候補を厚生労働大臣に推薦す   
るに当たり、必要な事項を定めるものとする。   

第2 推薦要件  
推薦する病院は、厚生労働省が定めた指定要件を満たし、かつ、次に規定する項目の   

すべてに予め同意することを要件とする。   
（1）がん診療連携拠点病院機能強化事業を適正に実施すること。   
（2）道が行うがん登録・評価事業に協力し、院内がん登録におけるデータを提供する  

こと。   

（3）整備方針の2の（1）または（2）に規定する役割を担うに当たり、必要な体制  
を確保すること。   

（4）地域拠点病院にあっては、都道府県拠点病院が設置する北海道がん診療連携協議  
会の協議結果等に基づき、当該地域拠点病院の所在する第二次医療圏以外でがん診  
療を担っている医療機関も対象として、診療支援や研修会等を行うこと。   

第3 事前調査  
知事は、指定要件等に基づく一定の基準を満たす病院を対象に、指定を受ける意向の   

有無や推薦要件の充足状況等に関する調査を実施するものとする。   

第4 推薦候補病院の選定  
知事は、第3の規定に基づく事前調査の結果により、第2の規定に基づく推薦要件を   

満たす病院（以下「要件充足病院」という。）について、推薦候補病院として次のとお   
り選定するものとする。   
（1）都道府県拠点痛院  

整備方針の2の（1）に規定する役割を担う病院を1カ所選定する。   
（2）地域拠点病院  

別途定める方法により算出した第二次・医療圏ごとの整備数に基づき、事前調査等  
により把握したがん入院患者の受入れ状況並びに我が国に多いがん（肺がん、胃が  

ん、肝がん、大腸がん及び乳がん）及び各病院が専門とするがんに係る集学的治療  
などの診療実績を踏まえて、整備方針の2の（2）に規定する役割を担う病院を選  
定する。  

第5 北海道総合保健医療協議会からの意見聴取  
知事は、第4の規定に基づき選定した推薦候補病院について、北海道総合保健医療協 

議会（以下「総医協」という。）から意見を聴取するものとする。   

第6 推薦病院の内定  
知事は、第5の規定に基づき総医協から聴取した意見を勘案の上、推薦を内定し、当   

該病院に対し、内示を行うとともに厚生労働大臣への推薦に必要な資料等の提出を求め   
るものとする。   

第7 推薦病院の決定  
知事は、第6の規定に基づき提出された資料等により、推薦要件の充足状況等につい   

て確認の上、推薦病院を決定し、別途厚生労働省が定める推薦書により、厚生労働大臣   
に推薦するものとする。  

附 則  
この要領は、平成20年7月22日から施行する。  
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参考資料3  

各医療圏における地域がん診療連携拠点病院の整備数の算定方法  

1第一段階（第二次医療圏（以下「圏域」という。）単位の整備数）   

都道府県がん診療連携拠点病院が整備される予定の圏域は0とする。   

指定要件を充足している病院が存在する圏域は1、存在しない圏域（以下「未整備圏」という。）は0とする。  

2 第二段階（第三次医療圏単位の整備数）   

第一段階において未整備寛がある場合、その未整備圏が所在する第三次医療圏内において、当該未整備圏から   

がん入院患者が最も流入している圏域に、当該未整備圏1カ所につき1を加算する。  

ただし、この加箕数は、加算する圏域の要件充足病院の敷から1を引いた数を上限とする。  

3 第三段階（全道域の整備数）   

1つの第三次医療圏において、第二段階までに算定した整備数（以下「合計整備数」という。）の総和が、当該第三   

次医療圏内の圏域の数に満たない場合、その不足数を当該第三次医療圏からがん入院患者が最も流入している圏   

域の合計整備数に加算する。  

ただし、この加算数は、加算する圏域の要件充足病院の敷から当該圏域の合計整備数を引いた数を上限とする。  

※ 第二次医療圏のうち「札幌」は、都道府県がん診療連携拠点病院を1カ所整備する予定であり、地域がん診療連携拠点病院  
の整備対象となる第二次医療圏数（A）及び第1段階の整備数（B）にはカウントしない。  
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参考資料4  

がん入院患者の圏域別受療動向  

第 三 次 

の恨   計  
第三次医療圏を  

患者数  当該第二次医療圏  越えた受療  
左記の受療状況  

医療圏  圏  
（人）  

における受療（A）  
（A）＋（日）  

人数（人）  割合（％）  人数（人）  割合（％）  人数（人）  割合（％）  人数（人）  割合（％）  人数（人）  流出している圏域ごとの内訳   

南渡島   841   800   95．1   2   0．2   802   95．3   39   4．7   56  

道  50   15   30．0   29   58．0   44   88．0   8   12．0  
66   

道 央  7  

南  110   49   44．5   40   36．4   89   80．9   21   19．1  後 志   

計   1．001   864   86．3   71   7．1   935   93．4   66   6．6  道北等  2   

札 幌   3．771   3，745   99．3   18   0．5   3，763   99．8   8   0．2   道 北  上川中部   70  

後 志   560   337   60．2   220   39．3   557   99．5   3   0．5  88  4  

南空知   409   236   57．7   172   42．1   408   99．8   0．2  南渡島  4  

中空知   305   224   73．4   54   17．7   278   91．1   27   8．9  十 勝   7  

道 央  75   34   45．3   3   4．0   37   49．3   38   50．7  釧路1根室  3  

酉胆振   474   438   92．4   32   6．8   470   99．2   4   0．8  札 幌   109  

東胆振   400   319   79，8   81   20．2   400  100．0   0   0．0  4  

日 高   169   53   31．4   109   64．5   162   95．9   7   4．1  道 央  2  

計 6，163   5，386   87．4   689   11．2   6，075   98．6   88   1．4  2   

上J】仲部   808   792   98，0   0   0，0   792   98．0   2．0  121  西胆振   

上川北部   127   66   52．0   51   40，2   117   92．2   10   7．8  道南等  3  

道  82   45   54，9   36   43．9   81   98．8   1．2  65  札 幌  
北  138   73   52．9   28   20．3   101   73．2   37   26．8  東胆振等   3  

宗 谷   167   74   44．3   36   21．6   110   65．9   57   34．1  38  上Jl伸部  

計   1，322   1，050   79．4   151   11．4   1．201   90．8   121   9．2  上川北部   

オ   
ホ  

415   354   85．3   3   0．7   357   86．0   58   14．0  108  十勝等  

遠 紋   
ツ  

191   118   61．8   23   12．0   141   73．8   50   26．2  32  道 央  札 幌  
ク   計   606   472   77．9   26   4．3   498   82．2   108   17．8  中空知   

十 勝  563   525   93   0   0   525   93   38   7  38  上川中部等  5   

別   
路  

494   470   95．1   0   0．0   470   95．1   24   4．9   札 幌   32  

根 室   129   50   38．8   61   47．3   111   86．1   18   13．9  42   道 央                               後 志   
根  
重   計   623   520   83．5   61   9．8   581   93．3   42   6．7  十勝等  9   

合 計  
10，278   8．817   85．8   998   9．7   9．815   95．5   463   4，5   463  463   

※ 平成18年5月の国民健康保険レセプトにデータによる。   



健康第2 8 2 6号  
平成20年12月26日  

厚生労働省健康局   

総務課がん対策推進室長 枝  

∴
 
 北海道保健福祉部保健医療局巨  

健康推進課長  

都道府県がん診療連携拠点病院の指定に関する曜約吾   

平成20年10月末に本道から都道府県がん診療連携拠点病院の指定候補として推薦  

した病院において、一部充足していない指定要件については、次のとおり対応すること  

を確約します。  

記  

1 推薦病院  

独立行政法人国立病院機構 北海道がんセンター  

2 充足していない指定要件   

都道府県がん診漂連携協議芸の設置  

3 上記指定要件への対応   

都道府県がん診療連携拠点病院として厚生労働大臣の指定を受けた後、1ケ月以内   

に設置させる。  

連絡先 歯科栄養グループ  

担 当 田中  

丁 巨 L Oll－204－5258  

F A X Oll－232－8216  
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1北海道  
鱒0万人   

二次圏数  

（参考 既指定病院 地域拠点：10）  
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恵佑会札幌病院  
地域がん診療連携拠点病院  

272床  

3，686人（60％）／年  

65，256人／年  
225件／2か月  
609人／年  

1，949回／2か月  

183人／2か月  

1，069件／2か月  

407人／2か月  

9，949件／2か月  

23件／2か月  

1，372（40件／2か月）  

120件／2か月  

指針に定める必須要件の整備が行われている。  

申請区分  

病床数  

新入院がん患者数   

（新入院患者数に占める割合）  
外来がん患者延数  
悪性腫痛手術総数  

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

緩和ケアチーム新規依植件数  

病理診断件数（迅速検査件数）  
相談支援センター相談件数  

指定要件の充足度  

札幌医科大学附属病院  
地域がん診療連携拠点病院  

938床  

4，237人（31％）／年  

104，880人／年  
142件／2か月  
830人／年  

3，370回／2か月  
237人／2か月  
841件／2か月  
415人／2か月  

データなし件／2か月  
14件／2か月  

1242件／2か月（74件／2か月）  
301件／2か月  

指針に定める必須要件の整備が行われている  

申請区分  
病床数  

新入院がん患者数   
（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者延数  
悪性腫瘍手術総数  

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  
化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  
化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  
緩和ケアチーム新規依糎件数  
病理診断件数（迅速検査件数）  
相談支援センター相談件数  

指定要件の充足度  

JA北海道厚生連札幌厚生病院  
地域がん診療連携拠点病院  

494床   

2，801人（30％）／年  

54，616人／年   

189件／2か月  
344人／年  

申請区分  

病床数  
新入院がん患者数   

（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者延数  
悪性腫瘍手術総数  

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  
化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  
化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

緩和ケアチーム新規依植件数  

病理診断件数（迅速検査件数）  
相談支援センター相談件数  

指定要件の充足度  
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人／2か月  

537件／2か月  
6件／2か月  

1了30件／2か月（37件／2か月）  

51件／2か月  
指針に定める必須要件の整備が行われている  
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手稲渓仁会病院  
がん診療連携拠点病院  
547床  

地域  申請区分  

病床数  
新入院がん患者数   

（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者延数  
悪性腫瘍手術総数  

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  
〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  
〔のづ処方日数〕  

緩和ケアチーム新規啄頼件数  
病理診断件数（迅速検査件数）  
相談支援センター相談件数  

2，842人（19％）／年  

2，589人／年  
308件／2か月  

260人／年  

902回／2か月  

200人／2か月  

1，225件／2か月  
364人／2か月  

7，576件／2か月  
7件／2か月  

1362件／2か月（27件／2か月）  
35件／2か月  
の 整備が行われている  指針に定める必須要件   指定要件の充足度  

北海道大学病院  
地域がん診療連携拠点病院  

936床  

4，170人（32％）／年  

306，137｛／年  
248件／2か月  
946人／年  

3，022回／2か月  
268人／2か月  

1，573件／2か月  
326人／2か月  

1，296件／2か月  
29件／2か月  

1703件／2か月（95件／2か月）  
41件／2か月  

申請区分  
病床数  

新入院がん患者数  
（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者延数  
術 総数  性腫瘍手   

放射線治療（体外照射）〔  

〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  
〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  
〔のべ処方日数〕  

緩和ケアチーム新規依頼件数  
病理診断件数（迅速検査件数）  

援 センター相談件数  相談支   

の 整備が行われている。  指針に定める必須要件   指定要件の充足度  

旭川医科大学  
地域が～診療連携拠点病院  

602床   

2，511人（24％）／年  

申請区分  

病床数  
新入院がん患者数   

（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者延数  

悪性腫痛手術総数  
放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のぺ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

緩和ケアチーム新規依捜件数  

病理診断件数（迅速検査件数）  
相談支援センター相談件数  
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170人／2か月  

570件／2か月  

82人／2か月  
387件／2か月  

7件／2か月  
1314件／2か月（80件／2か月）  

7件／2か月  
垂 備が行われている。  指針に定める必須要件の   指定要件の充足度  
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市立旭川病院  
地域がん診療連携拠点病院  

588床  

1，824人（22％）／年  

43，711人／年   

117件／2か月  

256人／年  
654回／2か月  

申請区分  

病床数  
新入院がん患者数   

（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者延数  

悪性腫瘍手術総数  

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

緩和ケアチーム新規依桓件数  
病理診断件数（迅速検査件数）  

242人／2か月  

269件／2か月  

237人／2か月  

237件／2か月  

13件／2か月  
2   

なし件／2か月  

671件／   

データ  相談支援センター相談件数  

指定要件の充足度  指針に定める必須要件の整備が行われている  

（独）労働者健康福祉機構 釧路労災病院  
地域がん診療連携拠点病院  

500床  

1，7了6人（24％）／年  

55，946人／年  
122件／2か月  
327人／年  
730回／2か月  

了3人／2か月  

307件／2か月  

103人／2か月  

315件／2か月  
4件／2か月  

707件／2か月（15件／2か月）  

46件／2か月  
指針に定める必須要件の整備が行われている  

申請区分  
病床数  

新入院がん患者数   

（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者延数  
悪性腫瘍手術総数  

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  
〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  
緩和ケアチーム新規依頼件数  
病理診断件数（迅速検査件数）  
相談支援センター相談件数  

指定要件の充足度  

【指定更新病院】  

市立札幌病院  
地域がん診療連携拠点病院  

818床  

2，807人（19％）／年  

69，024人／年  
78件／2か月  

534人／年  
2，204回／2か月  

226人／2か月  

5，324件／2か月  

100人／2か月  

263件／2か月  

25件／2か月  
1093件／2か月（70件／2か月）  

60件／2か月  
指針に定める必須要件の整備が行われている  

申請区分  
病床数  

新入院がん患者数   

（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者延数  
悪性腫瘍手術総数  

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

緩和ケアチーム新規依掛牛数  
病理診断件数（迅速検査件数）  
相談支援センター相談件数  

指定要件の充足度  
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砂一一価立病院  

521床  

1．37了人（18％）／年  

16，302人／年  
72件／2か月  

190人／年  
498回／2か月  

137人／2か月  
211件／2か月  
236人／2か月  

236件／2か月  
11件／2か月  

554件／2か月（21件／2か月）  
107件／2か月  

指針に定める必須要件の整備が行われている。  

病床数  
新入院がん患者数   

（新入時患者数に占める割合）  

外来がん患者延数  
悪性腫瘍手術総数  

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  
〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

緩和ケアチーム新規依頼件数  
病理診断件数（迅速検査件数）  

相談支援センター相談件数  
指定要件の充足度  

王子総合病院  
地域がん診療連携拠点病院  

440床  

1，445人（柑％）／年  

申請区分  

病床数  

新入院がん患者数  
に占める割合）  

26，215人／年  
202件／2か月  
445人／年  

1，212回／2か月  

119人／2か月  

351件／2か月  

104人／2か月  

361件／2か月  
8件／2か月  

607件／2か月（14件／乏か月）  

15件／●2か月  

指針に定める必須要件の整備が行われている。  

外来がん患者延数  
悪性陣痛手術総数  

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

程和ケアチーム新規依掛牛数  
病理診断件数（迅速検査件数）  
相談支援センター相談件数   

総元要件の充足度  

JA北海道厚生連 旭川厚生病院  
地域がん診療連携拠点病院  

539床  

2，205人（22％）／年  

38，123 
118件／2か月  
515人／年  

1，525回／2か月  

152人／2か月  

423件／2か月  

292人／2か月  

856件／2か月  

10件／2か月  

1462件／2か月（30件／2か月）  

70件／2か月  

指針に定める必須要件の整備が行われている  

申請区分  
病床数  

新入院がん患者数  

（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者延数  

悪性腫痛手術総数  
放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数】  

〔のべ処方日数〕  

緩和ケアチーム新現依頼件数  

病理診断件数（迅速検査件数）  
相談支援センター相談件数  

指定要件の充足  
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北見赤十字病院  

地域がん診療連携拠点病院  

680床  

2，071人（19％）／年  

19，331人／年  
10了件／2か月  

700人／年  
960回／2か月  

81人／2か月  

182件／2か月  

124人／2か月  

380件／2か月  

2件／2か月  
806件／2か月（8件／2か月）  

34件／2か月  
指針に定める必須要件の整備が行われている  

申請区分  

病床数  

新入院がん患者数   

（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者廷数  
悪性腫癌手術総数  

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

緩和ケアチーム新規依頬件数  
病理診断件数（迅速検査件数）  
相談支援センター相談件数  

指定要件の充豆度  

JA北海道厚生連 帯広厚生病院  
地域がん診療連携拠点病院  

748床  

1，588人（13％）／年  

16，了28人／年  

156件／2か月  

386人／年  
1，018回／2か月  

161人／2か月  

542件／2か月  

156人／2か月  

530件／2か月  

8件／2か月  

1184件／2か月（41件／2か月）  

50件／2か月  

指針に定める必須要件の整備が行われている  

申請区分  

病床数  

新入院がん患者数   
（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者延数  

悪性腫瘍手術紆数  

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

緩和ケアチーム軍規依頼件翠  

病理診断件数（迅速検査件数）  

相談支援センター相談件数  

指定要件の充足度  

市立釧路総合病院  

地域がん診療連携拠点病院  

647床  

1．382人（19％）／年  

12，349人／年  

80件／皇か月  

224人／年  

654回／2か月  

135人／2か月  

427件／2か月  

74人／2か月  

252件／2か月  

11件／2か月  

682件／2か月（14件／2か月）  

143件／2か月  

指針に定める必須要件の整備が行われている  

申請区分  

病床数  

新入院がん患者数   

（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者延数  

悪性腫瘍手術総数  

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回教〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

緩和ケアチーム新規依頼件数  

病理診断件数（迅速検査件数）  
相談支援センター相談件数  

指定要件の充足度  
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市立函館病院  
地域がん診療連携拠点病院  

734床  

1，617人（19％）／年  

27，858人／年  
91件／2か月  

349人／年  
1，381回／2か月  

476人／2か月  

828件／2か月  

234人／2か月  

619件／2か月  

24件／2か月  

867件／2か月（38件／2か月）  

59件／2か月  

指針に定める必須要件の整備が行われている。  

申請区分  

病床数  

新入院がん患者数   

（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者廷弊  

悪性腫痛手術総数  

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

緩和ケアチ「一新規依埠件数  

病理診断件数（迅速検査件数）  
相談支援センター相談件数 

指定要件の充足度  

日鋼記念病院  

地域がん診療連携拠点病院  
479床  

1．675人（26％）／年   

18，802人／年  
46件／2か月  

210人／年  

714回／2か月  

75人／2か月  

224件／2か月  

50人／2か月  

216件／2か月  
1件／Zか月  

4如件／2か月（8件／2か月）  
210件／2か月  

申請匡分  

病床数  

新入院がん患者数   
（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者延黎  
悪性腫瘍手術総数   

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日翠〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔申づ処方日数〕  
緩和ケアチーム新規依頼件数  
病理診断件数（迅速検査件数）  
相談支援センター相談件数  

指定要件の充足度  指針に定める必須要件の整備が行われている  
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3 岩手県  
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〔様式1】  

医 国 第 880 号  

平成20年10月31日  

′■【‾■－・・‘－・1－′・・－一－ 一一こ 

厚生労働大臣 舛 添 要 一 様  

岩手県知事 達 増 拓  

がん診療連携拠点病院の新規指定に係る推薦について   

標記について、「がん診療連携拠点病院の整備に関する指針」（平成20年3月1日健  

発第0301001号厚生労働省健康局長通知の別添）に基づき∴推薦意見書及び2次医療  

圏の概要並びに推薦書を添付の上、下記の医療機関を推薦します。  

記  

1 地域がん診療連携拠点病院   

岩手県立胆沢病院   （新規指定）   

岩手県立大船渡病院 （新規指定）  

岩手県立久慈病院   （新規指定）  

担当：保健福祉部医療国保課  

医療担当 西野  

電話：019－629－5407  
FA‡：019－626－0837  
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（様式2）  

岩手県 2次医療圏の概要  

1．圏域図  

※所属する2次医療圏が分かるよう、がん診療連携拠点病院名を記載すること。  

よ  

2．概要  

（平成20年10月1日現在）  

がん診療連携拠点病院  
医療圏名   面積（krげ）  人口  人口割合（％）  人口密度  病院数  

既指定病院数  今回推薦病院  計   

盛岡保健医療圏   3，641，9D  483，881   35．78％  132．86   42   2  2   

岩手中部保健医療圏  2．762．27  235．261   17．40％   85．17   14   

胆江保健医療圏   1．173．12  144．015   10．65％  122．76   10  

両磐保健医療圏   1，319．64  139，985   10．35％  106．08   1D   

気仙保健医療圏   890．35  71，7了5   5．31％   80．61   3  

葦石保健医療圏   641．89  56，381   4．17％   87．84   6  

宮古保健医療圏   2，672．42  94．952   7．02％   35．53   6   

久慈保健医療圏   1．076．83  64、035   4．73％   59．4了   4  

二戸保健医療圏   1．100．21  62，102   4．59％   56．45   3   

計   15，278．63  1．352．38了   100．00％   88．51   98   6   3   9   

注1〉「人口割合」欄は、県全体の人口に対する圏域ごとの割合を記入すること。  

注2）「人口密度」欄は、各医療圏ごとに、人口／面積（knて）（小数点以下第2位四捨五入）により算出した数値を記入すること。  

注3）「病院数」欄は、拠点病院以外の病院（診療所は除く。）も含めた数を記入すること。  

注4）「今回推薦病院数」欄は地域がん診療連携拠点病院を都道府県がん診療連携拠点病院へ指定変更する場合には（）書きで、  
指定更新の場合にはく〉書きで、内数を示すこと。  
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推薦意見書  

1 基本的な考え方  

岩手県では、がん対策を総合的かつ計画的に推進する「岩手県がん対策推  

進計画」を平成20年3月に策定し、本県のがん対策を総合的かつ計画的に推   

進しているものであります。   

本計画において、本県のがん医療の水準を向上させ、標準的治療の普及に   

よるがん医療の均てん化を図るため、都道府県がん診療連携拠点病院及び地  

域がん診療連携拠点病院等のがん診療を担う医療機関の整備を進めることと   

レており、各保健医療圏に1施設を目処として地域がん診療連携拠点病院を   

整備することを個別目標としているものであります。  

また、医療法に定める医療計画として平成20年3月に改定を行った「岩手   

県保健福祉計画」においても、がん対策を進める上で同様の位置付けを行っ   

ているものであります。  

表1 岩手県内のがん診療連携拠点病院（平成20年10月現在）  

保健医療圏名   指定病院   指定年月日   

盛岡保健医療圏   
岩手医科大学附属病院☆  平成20年2月8日  

岩手県立中央病院   平成20年2月8日   

手中部保健医療圏   岩手県立北上病院   平成20年2月8日   

胆江保健医療圏   （なし、）※今回推薦  

両磐保健医療圏   岩手県立磐井病院   平成20年2月8日   

気仙保健医療圏   （なし）※今回推薦  

釜石保健医療圏   （なし）  

宮古保健医療圏   岩手県立宮古病院   平成20年2月8日   

久慈保健医療圏   （なし）※今回推薦  

二戸保健医療圏   岩手県立二戸病院   平成19年1月31日   

※ ☆印は都道府県がん診療連携拠点病院  

Il岩手県がん対策推進計画及び岩手県保健福祉計画におけるがん診療連携拠   

点病院の位置付け  

○ 本県のがん医療の水準を向上させ、標準的治療の普及によるがん医療の   

均てん化を図るため、県がん診療連携拠点病院及び地域がん診療連携拠点   

病院等のがん診療を担う医療機関の整備を進めます。  

○ 都道府県がん診療連携拠点病院及び地域がん診療連携拠点病院等は、が  

ん診療連携協議会の活動などを通じて、標準的治療を県内医療機関に普及  

定着させ、その質の維持・向上を支援し、また、肺、胃、大腸、肝臓、乳  
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腺などの疾患別のがん診療や高度進行がん、再発がん、膵臓がんなどの難   

治がんの診療を担う唇療連携体制の構築を進めます。   

○ 都道府県がん診療連携拠点病院は、がんの専門医等のがん診療に関わる   

医療人の育成とともに、他医療機関とのテレカンファレンス等による診療   

支援、県内医療機関への専門医等の派遣など地域医療支援に取り組みます。   

○ がん患者への医療を連携して担う複数の医療機関と患者が診断・治療に   

関する情報を共有し、治療効果を高める坤域連携パスの導入を進めます。   

○ がん診療連携拠点病院等において、手術療法、化学療法、放射線治療の   
組み合わせや緩和ケア、症状に応じた食事の提供などに総合的な検討を加   

え診療するキャンサーボードの整備を進めます。  

ltl地域がん診療連携拠点病院  

岩手県は四国4県と匹敵する広大な面積をかかえている県であり、その中に  

おいて、医療の地域完結を目指した9つの二次保健医療圏を設定しています。   

平成19年度までに5つの保健医療圏においてがん診療連携拠点病院の指定を  

受けたところでありますが、平成20年度においては、新たに3圏域においてが  

ん診療連携拠点病院の指定を受けるべく、  

・岩手県立胆沢病院 （胆江保健医療圏 新規）  

・岩手県立大船渡病院（気仙保健医療圏 新規）  

・岩手県立久慈病院 （久慈保健医療圏 新規）  

の3病院を推薦するものであります。  

（1）岩手県立胆沢病院（胆江保健医療圏）  

岩手県立胆沢病院は、（一般331床、結核20床）は胆江保健医療圏（人   

口約144千人）における地域の中核的な医療機関であり、現病院は平成8   

年3月に移転新築され、その際にリニアック、MRI、ヘリカルCTなど   

の高度医療機器も整備し、広域中核病院として完結型の医療を提供する体   

制が整っております。  

特にも当病院は肺癌及び痺痛対策（ペインクリニック）琴療に関しては   

県南地域の中心施設として機能しております。  

なお、現時点において当病院の緩和ケア体制について、精神症状の緩和   

に携わる医師の診療応援が平成20年4月より得られなくなったものの、平   

成21年1月から定期的な診療応援を得られることとなったこと、及び外来   

における専門的な緩和ケアの提供について、週1回緩和医療科長が担当す   

る緩和ケア外来を開設することを決定し、平成20年12月からの開設に向   

けてその準備に取りかかった旨の申出書が提出されていることから、今回   

当病院を地域がん診療連携拠点病院として推薦するものであります。  
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（2）岩手県立大船渡病院（大船渡保健医療圏）  

岩手県立大船渡病院（一般370床、精神105床、結核10床、感染症4床）   

は気仙保健医療圏（人口約72千人）における地域の中埠病院であり、救急   

救命センターを併設し、3次救急に対応できる病院であります。  

また、がん診療に関しては当圏域で唯一放射線治療機器を有している病   

院であり、集学的治療を含めたがん診療を行っております。  

なお、現時点において当病院の外来での緩和ケアについては相談支援セ   

ンター等を窓口に対応し、緩和ケア認定看護師が各外来の看護師、相談支   

援センターの紹介・依頼を受け面接対応を行い、面接後は必要に応じ対応   

できる診療科を紹介し、緩和ケアを提供している状況でありますが、平成   

21年3月末に準備を完了し平成21年4月に「緩和ケア外来」を設置し、   

ケアの提供を開始する旨の確約書を提出していることから、今回当病院を   

地域がん診療連携拠点病院として推薦するものであります。  

（3）岩手県立久慈病院（久慈保健医療圏）  

岩手県立久慈病院（一般295床、療養43床、感染症4床）は久慈保健医   

療圏（人口約64千人）における地域の中核病院であります。当病院は平成   

10年3月に移転新築され、その時に併せて救急救命センタ⊥が併設され、   

また、リニアックの新たな設置や当時岩手県内で初めて緩和ケア病床（2   

床）が設置されるなど、先進的ながん医療への′取組みを進めている病院で   

あります。  

また、がん診療に関しては当圏域で唯一集学的治療を行うことができる   

病院であり、地域に根ざしたがん医療を実践しております。  

なお、当病院は現時点において地域がん診療連携拠点病院の要件は全て   

満たしているものであり、今回当病院を地域がん診療連携拠点病院として   

推薦するものであります。  
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岩手県立北上病院の地域がん診療達携拠点病院の考え方について   

平成20年2月8日付けで地域がん診療連携拠点病院として指定を受けた岩手  

県立北上病院において、平成21年4月の開設に向けた新病院の建築を進めてお  

り、移転時に併せて隣接市の県立病院と統合することしております。   

岩手県としては、現在有している同病院のがん診療連携拠点病院の機能に加  

え、緩和ケア病棟の新設等がん医療に係る機能の充実が図られることから、移  

転後の平成21年4月以降においても継続して地域がん診療連携拠点病院として  

指定を受けられることを確認するものであります。  

1 経緯   

岩手県立北上病院については平成20年2月8日に地域がん診療連携拠点病   

院として指定を受け、岩手中部保健医療圏のがん医療を行う中心的な医療機   

関として位置づけられているところ。   

同病院は平成21年4月の開設た向けて新病院を建築中であり、新病院では   

緩和ケア病棟の設置やPET装置の新たに設置し、また、移転時に併せて隣   

接市の県立病院と続合を行うことにより、病床数が増加するほか、医療従事   

者数も増加するため、更なるがん医療の推進が図られるものであること。  

2 推薦時の県の考え方   

岩手県立北上病院は地域における中核病院であり、特にも緩和ケアに力を   

入れており、推薦時点での地域がん診療連携拠点病院の要件は全て満たして   

いることから、県として当病院の推薦をおこなったものであること。  

なお、統合移転によりがん診療連携拠点病院の要件が満たされなくなるも   

のではなく、また、がん診療連携拠点病院の指定期間は4年間であり、平成   

21年4月の統合移転された後においても継続して指定されることを前提に推   

薦を行ったものであること。  

3 備考   

平成19年度において、同病院の推薦を行う前に当時の室長補佐に口頭で本   

内容について確認を行い、統合移転後においても継続して指定を受けられる   

旨の確認を行っているものであること。  

また、万が一、岩手県立北上病院が継続して地域がん診療連携拠点病院と   

しての指定が受けら．れなくなった場合、診療報酬上の加算が受けられなくな   

るほか、がん診療連携拠点病院機能強化事業にかかる補助事業対象外となる   

ことから、がん医療の普及及び病院経営に多大な影響を及ぼすことが必至と   

なること。  
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岩手県立花巻厚生・北上統合病院（仮称）の概要及び病院楼能について  

H20．7．14 岩手県立北上病院  

1統合の概要  

（1）病床数及び診療科  

新 病 院  現 病 院  

434床（一般414床、結核20床）  花巻厚生257床（一般243床、結核14床）  

※一般のうち緩和ケア病棟24床  ※花巻厚生は現在65床を休床中である。  

北  上260床（一般250床、結核10床）  
計  （「般493床、結核24床）  

21診療科（新設診療科4科）  花巻厚生～14診療科  

リハビリテーション科、麻酔科、病北 上～16診療科  

理科、心療内科  

※標梼診療科数については、「広告可能な診療科名の改正」に伴い見直す予定であること。  

（2）施設規模  

分   新 病 院   現 病 院   

所在地  北上市村崎野地内   （花巻厚生）花巻市御田屋町地内、（北上）北上市九年橋地内   

面積  約100，000Ⅰポ   （花巻厚生）17，224Ⅰポ（北  上）20，882汀i   

構造   鉄筋コンクリート造  鉄筋コンクリート造   

積  約32，600汀i   （花巻厚生）12，047Ⅰポ、（北上）13，590d   

（3）設備整備等   

①PET・・リニアック棟の新設（PET装置は新設、リニアックは北上病院を更新整備）   

（か電子カルテシステムの導入（電子カルテを核とした、新医療情報システムの導入）  

（4）開院日  

平成21年4月1日（予定） ※名称は未定   

2新病院における診療棟能等について  

（1）統合の考え方   

① 原則として、北上病院の現有機能を受け継ぐとともに、診療機能の強化を図ること。   

② 新病院に封ナる種々の運営マニュアル等については、現北上病院の内容を引き継ぎ、新病院に併せ  

て更新することとしていること。   

③ 財団法人日本医療機能評価機構による「病院機能評価」は、現在北上病院のみが認定されており、  

これを継続することとしていること。   

④ 各種学会等の認定施設は、北上病院で取得している内容をほとんど継続することとしていること。  

（2）施設認定等の状況について  

区  分   北上病院   花巻厚生病院   備  考   

がん診療連携拠点病院   有   無  

機能評価   有   虫珪   H18．3．20（＼rer．4．0）   

認定施設等   18学会等   4学会等  

3地域がん診療連携拠点病院の継続指定に対する病院としての考え方   

当院（北上病院）は、平成20年2月8日に地域がん診療連携拠点病院の指定を受けたものであるが、次  

の理由から、「がん診療連携拠点病院の整備について」（平成20年3月1日付け値発第0301001号厚生労働  

省健康局長通知）Ⅴの1の（1）によるいわゆる「みなし指定」をお解いするものである。  

（1）これまで、地域がん診療連携拠点病院として、がん相談支援センターの機能充実や地域医療機関との   
連携を因ってきているところであり、指定を受けられない場合、地域住民や地域医療機関への多大な影  

響が想定されること。  

（2）現在・、新病院の開院に向けて診療体制確保をはじめとする新基準に対応する体制の整備を進めてお  

り、平成21年4月1日からはその体制が整う見込みであること。  
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人口  ：約135万人  

二次医療圏数  9  

3岩 手 県  

都道府県拠点   地域拠点   

新規申請   0   3   

既指定病院   
計   口   8   

＞合計：9  

「※」は、新入院患者数が1，200人に満たない場合。   

【新規申請病院】  

県立胆沢病院  

地域がん診療連携拠点病院  

3声1床  

※530人（8％）／年  

25．452人／年  
108件／2か月  
584人／年  

1．82了回／2か月  

112人／2か月  

209件／2か月  

222人／2か月  

428件／2か月  
1件／2か月  

640件／2か月（24件／2か月）  
120件／2か月  

指針に定める必須要件の整備が行われている。  

申請区分  

病床数  

新入院がん患者数   

（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者延数  

悪性腰痛手術総数  
放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  
緩和ケア≠－ム新規依頼件数  
病理診断件数（迅速検査件数）  
相談支援センター相談件数  

指定要件の充足度  

県立大船渡病院  

地域がん診療連携拠点病院  

489床  

※483人（8％）／年  

2，386人／年  

46件／2か月  
52人／年  

397回／2か月  

33人／2か月  

240件／2か月  

69人／2か月  

316件／2か月  

17件／2か月  

578件／2か月（17件／2か月）  

0件／2か月  

指針に定める必須要件の整備が行われている。  

申請区分  

病床数  

新入院がん患者数   
（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者延数  

悪性腫瘍手術総数   
放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕   

碍和ケアチニム新規依樹牛数  

病理診断件数（迅速検査件数）  
相談支援センター相談件数  

指定要件の充足度  

県立久慈病院  

地域がん診療連携拠点病院  

342床  

※862人（17％）／年  

6ラ4人／年  

32件／2か月  
45人／年  

424回／2か月  

58人／2か月  

411件／2か月  

72人／2か月  

308件／2か月  

6件／2か月  
27了件／2か月（4件／2か月）  

2件／2か月  
指針に定める必須要件の整備が行われている。  

申請区分  

病床数  

新入院がん患者数   

（新入院患者数！こ占める割合）  

外来がん患者延数  
悪性腫瘍手術総数  

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

緩和ケアチーム新規依頼件数  
病理診断件数（迅速検査件数）  
相談支援センター相談件数  

指定要件の充足度  
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【参考：既指定病院】  

岩手医科大学附属病院  
都道府県がん診療連携拠点病院  

1，051床  

3，9了8人（26％）／年  

50，808人／年  

207件／2か月  

559人／年  
6，085回／2か月  

295人／2か月  

1，369件／2か月  

362人／2か月  

640件／2か月  

19件／2か月  

1355件／2か月（79件／2か月）  

73件／2か月  

区分  

病床数  

新入院がん患者数   

（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者延数  

悪性腫瘍手術総数  

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

緩和ケアチーム新規依頼件数  

病理診断件数（迅速検査件数）  

相談支援セ ンター相談件数  

県立中央病院  
地域がん診療連携拠点病院  

685床  

3，471人（21％）／年  

24，697人／年  
164件／2か月  
489人／年  

1，728回／2か月  

122人／2か月  

348件／2か月  

256人／2か月  

713件／2か月  
35件／2か月  

960件／2か月（了7件／2か月）  

446件／2か月  

区分  

病床数  
新入院がん患者数   

（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者延数  

悪性腫瘍手術総数  
放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  
緩和ケアチーム新規依桓件数  
病理診断件数（迅速検査件数）  
相談支援センター相談件数  

県立北上病院  
地域がん診療連携拠点病院  

260床  

※1，043人（20％）／年  

16，660人／年  
60件／2か月  

127人／年  
1，742回／2か月  

29人／2か月  

77件／2か月  

75人／2か月  

216件／2か月  
21件／2か月  

439件／2か月（8件／2か月）  

19件／2か月  

区分  

病床数  
新入院がん患者数   

（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者延数  
悪性腫瘍手術総数  

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  
〔のべ処方日数〕  

緩和ケアチーム新規依頬件数  

病理診断件数（迅速検査件数）  
相談支援センター相談件数  
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県立磐井病院  
地域が～診療連携拠点病院  

315床  

1．956人（27％）／年  

区分  

病床数  
新入院がん患者数   

（新入院患者数に占めろ割合）  

外来がん患者延数  
悪性腫瘍手術総数  

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  
〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

緩和ケアチーム新規依頼件数  
病理診断件数（迅速検査件数）  

相談支援センター相談件数  
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735件／2か月  

87人／2か月  

1，977件／2か月  

4件／2か月  
886件／2か月（5件／2か月）  

165件／2か月  

県立宮古病院  
地域がん診療連携拠点病院  

387床  

※1．088人（17％）／年  

1，727人／年  
72件／2か月  
66人／年  

825回／2か月  

100人／2か月  

215件／2か月  
71人／2か月  

207件／2か月  

4件／2か月  
458件／2か月（7件／2か月）  

42件／2か月  

区分  

病床薮  
新入院がん患者数   

（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者延数  
悪性腫瘍車両総数  

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  
〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  
〔 

緩和ケアチーム新規依頼件数  
病理診断件数（迅速検査件数）  

相談支援センター相談件数  

県立二戸病院  
地域がん診療連携拠点病院  

300床   

※597人（13％）／年  

区分  

病床数  
新入院がん患者数   

（新入院患者数に占める割合）  

外来が 
悪性腫瘍手術総数  

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  
化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

緩和ケアチーム新規依頼件数  
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123件／2か月  

41人／2か月  

190件／2か月  

6件／2か月  

396件／2か月（12件／2か月）  病理診断件数（迅速検李件数）  
相談支援センター相談件数  
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平成20年10月31日  

厚生労働大臣  舛 添 要 一 様  
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・・；冒 ノ   

がん診療連携拠点病院の新規指定に係る推薦について   

標記について、「がん診療連携拠点病院の整備に関する指針」（平成20年3月1日健発  

第0501001号厚生労働省健康局長通知の別添）に基づき、推薦意見書及び2次医療圏の  

概要並びに推薦書を添付の上、下記の医療機関を推薦します。  

記  

地域がん診療連携拠点病院  

大館市立総合病院  

市立秋田総合病院  

（新規推薦）  

（新規推薦）  

秋田県厚生農業協同組合連合会秋田組合総合病院（新規推薦）  

（新規推薦）  医療法人明和会中通総合病院   

【担当】  

〒010－8570  

秋田県秋田市山王4－1－1  

秋田県健康福祉部医務薬事課   

調整・医療班 佐々木  

電話018（860）1401  

FAX O18（860）3883  

E－mailkaoru－S＠pref．akita．1g．jp  
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秋田県 2次医療圏の概要  
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秋田細合総合病院  
、（地域拠点）  秋田周辺医療圏  

★   
」 ′  しゆうへん）  l墜卓至  

、  

篭笠芸賢病院★十て詣歪芸讐芸霊点‥′  

院  中通総合病  
（地域拠点）  

一．   

∴（地域拠点）  

／   大仙・仙北医療圏  
（だいせん・せんぽ  

仙北組合総合病院  
（地域拠点）  

一∧し－  

ノー＼  

「  

√－「し＼■「し′  ／＼  

′J由利組合餞合病院、  ′椚耶  
／  、  

⊥ 「語転乳【（〔上 聖］ 
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＼ 

ー 
l＼                      ／  

l‾，＼‾  
†  

★ 今回推薦病院   

7キ 旺指定病院  

「＿＿＿」  

湯沢・雄勝医療圏 （ゆざわ・おがち）  

】 
． 

2 医療圏の概要  

医療圏名   面積（kn旬   

がん診療連携拠点病院  
人口  人口割合雄）  人口密度  病院数          既指定  今回推薦  計   

大 館・ 鹿 角  1，800．57   124，544  11．0  69．2   0   

北  秋  田  1．側9．39   42．464  3．了  30．1   4   0   0   0   

能 代 ・ 山   1．190．88   95．399  8．4  80．1   8   0   

秋  田  周   1．693．69  429，了96  37．9  253．8   30  （1） 2   3  （1） 5   

由利本荘・にかl  1．朝9．65  117．293  10．3  80．9   8   0   

大 仙 ・ 仙1  2，128．12  146．478  12．9  68．8   8   
0   

横   693．59   102，548  9．0  147．9   4   0   

湯 沢 ・ 雄  1，225．04   75，511  6．7  61．6   5   0   

計   11．590，93  1，134．033  100．0  97．8   78  （1） 7   4  （1）11   

（）内は都道府県がん診療連携拠点病院で内乱人口は平成17年国勢調査によるD  

ー1－   
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推 薦 意 見 書  
秋 田 県  

1秋田県のがん対策におけるがん診療連携拠点病院の役割  

秋田県は、がん診療連携拠点病院を、「秋田県がん対策推進計画」に基づき、がん  

対策を総合的、計画的に進めていくための中心的役割として位置付け、各種施策・  

事業に積極的に取り組んでいきます。  

県内がん医療の均てん化の推進  

ミんによる死亡率全国ワーストワンからの脱却  

（1） がんによる死亡の状況  

る死亡率は、352．5（平成19年人口10万人対の粗死亡率）とな  秋田県のがんによ   

っており、平成9年以来11年連続して全国で最も高い数値となっています。また、部  

位別では、胃、食道、胆のう、膵臓のがんで全国で最も高くなっているほか、大腸、乳  

房、肺など、ほとんどのがんにおいて全国平均を上回っている状況にあります。   

また、75歳年齢調整死亡率に関しても97．2（平成18年人口10万人対）と4番  

目に高い数値となっています。   

（2） がん診療連携拠点病院の整備にかかる方針   

このような状況をできるだけ早く改善し、県内どこでも安心して質の高いがん医療が  

られる診療体制の構築が不可欠であり、県としてがん診療連携拠点病院を中心とし  受け   

た地域の医療機関との連携をこよるがん医療の均てん化を実現できる体制の整備を推進し  

ています。   

秋田県では、これまで都道府県がん診療連携拠点病院が1病院、地域がん診療連携拠  

点病院が6病院の計7病院の指定を受けているところですが、面積（11，612krぱ、東京  

都の5倍強）が広いことに加え、中山間地を多くかかえており、交通の利便性などの地  

－ 2 一  
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域特性から、8つの二次医療圏すべてに地域がん診療連準拠点病院の指定を受けた病院  

を整備することを目標としています。   

また、中山間地の規模の小さい病院では、医師の確保が大きな課題となっており、病  

床数の減少、病棟の休止や病院の統廃合も進められています。こうした状況の中で、各  

三次医療圏において中核となる病瞑をしっかり位置づけ、圏域内の各医療機関との準携  

により地域医療の充実を図ることが、極めて重要であると考えています。   

さらに、秋田周辺医療圏については、秋田県人口111万人（平成17年国勢調査）の  

うち、38％、約42万人が集中しており、県内におけるがんの手術件数の約5割が行  

われています。これまで秋田周辺医療圏において今回推薦する複数の病院が中心となっ  

てがん医療を担い、かつ県内医硬を牽引してきた現状を嘩まえ、それぞれの特徴を活か  

し連携を襲化することにより、秋田周辺医療圏はもとより、これに隣接する医療圏を含  

む県内全体のがん診療の均てん化を推進することが可能となります。   

こういったことから、秋田県では、がん診療連携拠点病院以外の各圏域の主要な病院  

に対して、瑚の整備を促進するなど、早期に目標  

を達成するための取組みを進めてきました。  

※ 秋田周辺医療圏に係る整備方針については、「3 秋田周辺医療圏において複数病院が   

指定されることの効果」に記載しています。  

秋田県のがん診療の連携体制  

がん医療に関する情報交換  
連携、診療支援体制の構築  
がん登録の推進  
都道府県レベルの教育研修計画の策定  
地域連携クリテイカルパスの整備 等  

療連携協議会  

l 鮎  
いつでもどこでも鰐の高い医療を  

受けられる体制づくリ  

√／′崩「、、）  
＼、－ 医療圏 ／  

市立秋田総合病院  

秋田組合総合病院  大館市立総合病院  

秋田赤十字病院  

中通総合病院  

J′一  

．＿一一一一一′‾     ＼ ／／ 横手 ＼  
大仙・仙北＼＼）  ．／／福利本荘・にか虐＼1  

＼、＿＿＿ 医療圏 ノ／／／  医療圏ノ．／  、．、、 医療圏  

l＿雄鱒チ央卒院：J   由利組合総合病院  

－ 3 －  
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（3） 今回の推薦決定にかかる過程   

これらを踏まえた県内のがん診療連携拠点病院の整備方針や連携のあり方等について  

は、昨年度の「秋田県医療保健福祉計画」及び「秋田県がん対策推進計画」の策定過程  

において、．県民や関係者の意見を聴いた上で、同計画に位置付けています。  

※参考：次頁の「秋田県がん対策推進計画」（抄）   

今回の推薦につきましては、各二次医療圏の中核的病院におけるこれまでの体制整備  

状況をふまえ、上記計画との整合性を図りながら、医師会等の関係団体や関係医療機関  

等と十分調整した上で決定しています。  

◇ 以上の（2）の整備にかかる方針及び（3）の決定までの過程に基づき、今回、「大   

館・鹿角医療圏」の「大館市立総合病院」、及び「秋田周辺医療圏」の「市立秋田総合   

病院」、「秋田組合総合病院」、「中通総合病院」の3病院の計4病院を推薦しました。   

しかしながら、万一このような考え方をお認めいただけない場合におきましても、が  

ん診療連携拠点病院が指定されてない空白医療圏をできるだけ早く解消し、県内全域で  

質の高いがん医療を提供できる体制を確立する必要があります。   

現在、空白医療圏である「大館・鹿角医療圏」においては「大館市立総合病院」を推  

薦しております。また、同様に空白医療圏である「北秋田医療圏」においては、隣接す  

る「秋田周辺医療圏」の「秋田組合総合病院」が、通院圏域であり、同医療圏の医療機  

関との緊密な連携関係を築いておりますので、こうした実情についてご配慮いただきた  

いと考えます。  

＜決定まで経緯＞  

◇がん対策推進計画検討委員会における検討  

◇がん医療懇話会における県民との意見交換  

◇パブリックコメントの実施  

◇秋田県医療審議会における審議  

◇秋田県医師会との協議  

◇秋田県がん診療連携協議会における協議  

◇「秋田県がん対策推進計画」及び「秋田県医療医療保健計画」における  

位置付け  

秋田県民の総意・切なる願い  
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（4） 「秋田県がん対策推進計画」において重点的に取り組むべき事項  

がん対策を実効あるものとして確実に推進していくため、秋田県におけるがん対策   

の状況等を踏まえ、特に取り組むべき分野を重点化し施策の方向を定めるとともに、   

実現可能な目標を掲げ、総合的かつ計画的ながん対策を進めていきます。  

【重点事項】  

（むがんの予防と早期発見   

②放射線療法及び化学療法の推進と人材の育成   

＠がん診療連携拠点病院の整曝   

④治療の初期段階からの緩和ケアの実施   

⑤がんに関する情報提供と相談支援の充実  

⑥がん登録の推進  

※ 

口て票雷‡ア 

l  

l  

：（参考）  
l  

【秋田県がん対策推進計画】（抄）  
l  

：4 がん医療機関の整備と連携体制の構築（取組み）  

：（1）がん拠点病院の整備とネットワークづくり  
l  

ア がん拠点病院の整備  

：・がん拠点病院の整備方針として、秋田大学医学部附属病院を県のがん拠点病院として、：  

‡ さらに各2次医療圏毎に－箇所の地域のがん拠点病院を整備し、地域の病院、診療所と；  
の連携を図りながら、県民に対して質の高いがん医療を提供していくこととし、未整備；  

； の2次医療圏にあっては、候補となる病院の診療機能の強化等を促進します。  

・秋田周辺医療圏については、既にがん拠点病院の指定を受けている「秋田赤十字病院」；  

；  望握と、国の指定要件を充たしている「市立秋麟合総合病院」、「中：  
I 

l  

：  通総合病院」の4病院が中心となってがん医療を担ってきた現状を踏まえ、4病院を蝿：  

； 域のがん拠点病院とすることを娼すこととし、それぞれの特徴を活かし連携を強化す；  
： ることにより、同医療圏及び隣接する医療圏を含めた地域のがん診療の均てん化を推進：  
l  

： します。  
l  

l  

l  

l   
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2 各推薦病院の概要  

（1）大館・鹿角医療圏について  

〔大館市立総合病院〕  

大館・鹿角医療圏は、2市1町からなり、県の北東部に位置し、圏域人口9万人を有   

します。  

今回推薦する大館市立総合病院は、大館市の中心部に位置し、同市が開設し、493   

床を有する医療機関です。これまで、救急診療、エイズ中核病院、災害拠点病院、周産   

期医療センター、臨床教育病院をはじめ、各種学会の認定施設として指定を受け、昼塞   

部の中核的病院としての役割を担っています。   

また、平成17年7月から着手していた増改築工事が今年8月に完成し、新しい環境  

でより一層のレベルの高い医療を提供する体制を整えています。   

特に、平成18年に外来化学療法室を開設し、化学療法に係る多くの実績を有するほ  

か、日本臨床腫瘍学会の認定研修施設の認定を受けているなど、教育にも積極的に取り  

組んでいるところです。今年度は、国立がんセンター主催のがん化学療法医療チーム養  

県内における化学療法の普及  成にかかる指導者研修に同病院チームが参加したことで、   

と一層のレベルアップに貢献することが期待されています。  

（2）秋田周辺医療圏について  

〔市立秋田総合病院〕  

市立秋田総合病院は、秋田市が開設している病院で、同市の西部に位置し、同市内西   

部区域のほか、隣接する由利本荘市などからの通院圏域ともなっています。  

同病院は、公設の総合病院として、各診療領域での診療体制の充実を図っております。  

県内で唯一の緩和ケア診  特に、緩和ケアの領域にあっては、緩和ケア外来を開設し、   

療加算の届埋受理施設であるほか、同病院の緩和ケアチームは県内医療機関の指導的な  

役割を担っており、主催研修会の開催はもとより、全国各地で開催される研修会等へ度  

々講師として招聴されるなど、その実績が評価されているとともに、県内緩和医原や水  

準の向上に大きく貢献しています。   

がん治療では、肝がんに対して行われる血管造影下動脈塞栓術とラジオ波焼灼療法に  

ついて、豊富な実績を有しています。治療後のC型肝炎に対しては、インターフェロン  

治療を積極的に導入するなど、再発予防にも力を入れているほか、  いち早く肝がんの地  

域連携†くろを導△し、地域の医療機関との一貫した連携体制により、患者の術後のケア  

にも力を入れています。   

このほか、前立腺がん、膜胱がん、腎がん等の泌尿器系がんの分野において多くの実  

績を有します。  
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〔秋田組合総合病院〕  

秋田組合総合病院は、秋田市の北部に位置しておりますが、医療圏内の秋田市北部区   

域、男鹿市、潟上市、南秋田郡のほか、隣接する北秋田医療圏、能代・山本医療圏など   

かちの通院圏域ともなっており、これらの地域に所在する各医療機関との密接な連携体   

制を築いています。特に、がん診療連携拠点病院が未指定である北秋田医療圏の連携支   

堕体制をカバーする重要な役割を担うことになっています。  

また、秋田県では、秋田県厚生農業協同組合連合会が開設している病院が各医療圏に   

所在し、それぞれの地域の中核的な役割を果たしていることから、そのネットワークを   

活用することが、県内の均てん化を図る上で効果的です。秋田組合総合病院はこの室ヱ   

トワークの中心的な役割を担っていることから、がん診療連携拠点病院に指定されるこ  

とにより、医療圏の枠組みを超えた診療連携の確立において、大きな意義があります。   

がん診療においては、昭和42年に放射線治療装置と専門病棟を備えたがん治療セン  

ターを開設するなど、いち早くがん専門治療に取り組んでいます。   

緩和ケアに関しては、敷地内に訪問看護ステーションを併設し、地域の医療機関と連  

携した在宅医療に力を入れているとともに、県内唯一の緩和ケア病棟を有する外旭川病  

院が近隣に所在することから、ホスピスまたは在宅での緩和ケアについて、連携により  

患者や家族の希望に添った療養が提供できる体制を整えています。  

〔中通総合病院〕  

秋田市の中央部に位置し、同市内中央部のほか、JR秋田駅に近い立地条件から鉄道   

を利用しての他医療圏からの通院圏域となっています。  

中通総合病院は、医療法人明和会が開設する病院で、他にリハビリ専門病院、5ケ所   

の訪問看護ステーション、2カ所の健診施設などを有し、予防から治療、リハビリ 、在   

宅医療まで、包括的な医療を実施しているほか、地域に密着したプライマリ・ケアや生   

活習慣病に対する医療、高齢者医療に取り組んでいます。  

がん診療においては、乳力嘩畢存療   

準に力を入れているほか、リンノ卿浮腫を蒋？患考の苦痛   

卵充実を図っています。  

放射線治療においては、根治照射、術前照射、術後照射及び緩和的照射、さらに化学   

療法を組み合わせた治療を積極的に実施し、多くの実績を有しています。  

また、小児科領域の造血琴腫瘍の診断・治療で、幹細胞移植を含む集学的治療及び緩   

和治療を実施しているなど、血液がんの分野で多くの笑顔があります。  

このほか、今年度は、相談支援センターをリニューアルし、医療・療養・生活上の相   

談への対応のほか、セカンドオピニオンを行なう医師の紹介、インターネットによる検   

索、書籍の貸し出しなどの情報提供のほか、患者団体が主催するがんサロン活動にも積   

極的に協力しており、総合的な相談支援体制の充実に力を入れています。  
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3 秋田周辺医療圏において複数病院が指定されることの効果   

今回、秋田周辺医療圏からは3病院を推薦し、昨年度に「秋田赤十字病院」が指定を受  

けており、この3病院が指定を受けることで、計4の地域がん診療連携拠点病院となりま  

す。今回の3病院が、県内がん診療のネットワークの中核として参加できることで、秋田  

秋田県全体のがん診療の質の向上及びがん診療の連携協力体制の  周辺医療圏はもとより、   

整備がより・一層図られることになります。  

秋田周辺医療圏の連携体制  

秋田県がん診療連携協議  
（特徴）  

・医療圏北部（男鹿市、渇上市、  

南秋田郡）、北秋田周辺医療圏  

への支援  
・在宅支援  
・肺がん など  

（特徴）  

・緩和ケア  
・肝がん、泌尿器系がん など  

＼  

＼．ニー‾‾  

l曲髄轟醸㍍1    漣携支援    iI  

し秋叩鱒台、議院1  市立秋田総合病院  

「＼＼ぜ携庵れ 
／  

一【一〔∠⊥＿＿＿  
がん医療に関する情報交換  
がん登録の推進  
医療圏レベルの教育研修計画の策定  

地域連携クリテイカルパスの整備  等  

宣（特徴）  

い患者団体等と連携した相談支援  
．・リンパ浮腫対策  

≡ ■乳がん、血液がん など  

．
妻
■
1
．
－
．
－
【
■
．
 
 

（特徴）  

・胃がん、大腸がんなど消化管系  

のがん など  「「■  

レ／／ノ 連携・協力  

中通総合病院  

地域の病院t診療所  

（1）患者の動向  

秋田周辺医療圏からは今回3病院を推薦しましたが、同圏域は、前述の通り、県内人   

口の約4割を抱える上、悪性腫瘍の集学的治療の症例数では県内の62％（平成18年医   

療施設機能調査）を秋田周辺医療圏の医療機関で占めているなど、高度な医療機能を求め   

て患者が圏外から集中する傾向が著しくなっています。  
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（2）診療連携体制  

がん診療に限らず、これまで同圏域の病病及び病診連携体制は当該4病院を中心に形   

成されてきた経緯があります。このため、そ咽りつ   

っ、これ草で築いてきた連準体制を活用した総合的な推進体制を構築していくことが、   

圏域内のがん診療の均てん化を図っていくために、最も効果的であると考えています。  

今後も、関係者による調整会議を設置するなど、情報交換や協議のための体制づくり   

を進め、がん診療連携拠点病院間の連携を確保した上で、地域の医療機関への診療支援、  

医卿と活用、住民への啓発  

などの事業を実施していくことにしています。  

（3）他の二次医療圏との関係  

県内8つの医療圏のうち、現在、がん診療連携拠点柄院の指定要件を充足する病院が   

ない北秋田医療圏をカイ1－するた吟に複数痛院の指定が必要です。  

また、がん診療連携拠点病院が指定されている医療圏にあっても、肺がんや、発症頻   

度の低いがんなど、専門医が不足している分野等において岬した   

実績の豊富な病院叫酎那引こついても支援していく必要がありま   

す。  

【指定による具体的な効果】  

「市立秋田総合病院」、「秋田組合総合病院」、「中通総合病院」の3病院が、がん診   

療連携拠点病院として指定されることにより、次のような効果が実現されます。  

（1）がん診療の質の向上が図られます。  

○ それぞれの分野で特徴があり、専門的ながん診療を実施している当3病院が、   

診療支援、医療従事者の教育研修など、「がん診療連携協議会」の事業の推進に   

関わることで、県内全体のがん診療のレベルアップと均てん化が図られます。  

※ 日本がん治療医認定機構がん治療認定医については県内31人中7人が、がん関  

連分野にかかる認定看護師については12人中5人が、がん薬物療法認定薬剤師に  

ついては3人中2人が当3病院に所属しています。  

がん診療連携拠点病院における日本がん治療医認定機構がん治療認定医の配置  

（現状）17人 （3病院分を含めると24人）  

（目標） 40人  

・がん診療連携拠点病院におけるがん関連分野にかかる認定看護師の配置  

（現状）   3人 （3病院分を含めると8人）  

（目標） 25人  
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○ 開催指針に基づくすべてのがん診療に携わる医師を対象とした緩和ケア研修  

の実施が早期に達成されます。  

※ 県内唯一の緩和ケア診療加算届出受理施設である「市立秋田総合病院」は今年7   

月に緩和ケア研修会を実施しているほか、同病院の医師及び認定看護師が県内外の   

研修会で指導しています。  

■すべてのがん診療に携わる医師が標準プログラムによる緩和ケア研修を修了  

（現状） 医師69人（他に看護師82人、薬剤師29人、その他職種6人）  

（目標） すべてのがん診療に携わる医師及び緩和ケアチームの看護師等  

○ 匿旦がん登録事業が推進されます。  

※ 多くのがん患者を診療している当3病院（秋田大学医学部附属病院に次ぐ、県内  

で2／－、－ノ4番目）が、院内がん登録事業の取組みに参画し、院内がん登録のデータが  

蓄積され、解析されることで、県内がん対策の推進に大きく貢献します。  

なお、秋田県では、秋田大学医学部附属病院への委託事業により、県内がん診療  

連携拠点病院における院内がん登録データの集約、分析を始めています。  

■県内がん診療連携拠点病院の院内がん登録データの収集・分析・公開  

（現状） 各がん診療連携拠点病院において登録データを収集中  

（目標） がん診療連携拠点病院の院内がん登録から得られたデータを分析し、  

その結果を公開するとともに、がん対策推進事業へ反映  

○ リンパ浮腫対策が推進されます。  

※ 「中通総合病院」では、県内で唯一「リンパ浮腫ケア外来」を実施しているほか、   

小冊子「リンパ浮腫ハンドブック」の作成・配布や、乳がん患者団体の学習会等で   

の普及啓発を行っています。  

リンパ浮腫外来の実施またはリンパ浮腫セミナー等の普及啓発事業を実施  

（現状） 2病院  

（目標） すべてのがん診療連携拠点病院  

○ 塑僻t充実が図られます。  

※ 「中通総合病院」では、がんサロン活動などの患者団体の活動を支援してきた実  

績を有するほか、相談支援機能が充実しています。今後、これをモデルとして県内  

の他の医療機関へ普及していきます。  

なお、秋田県では、がん患者団体が行うがんサロン事業への助成支援のほか、が  

ん患者経験者を対象としたピアサポート研修会の開催や、がん患者と相談支援セン  

ターー職員との意見交換を場を設定し、相談支援センターと患者団体が連携して行う  

相談支援活動を促進しています。  
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・相談支援センターと患者団体とが連携・協働して行うがんサロン事業等の相談   

支援事業の実施  

（現状） 1病院  

（目標） すべてのがん診療連携拠点病院  

（2）がん診療の連携協力体制の整備が一層図られます。  

○ がん診療連携拠点病院の空白域をカバーできます。  

※ 「秋田組合総合病院」は、診療支援、人材育成、相談支援など、「北秋田医療圏」  

の医療機関との連携を図ります。  

2次医療圏におけるがん診療連携病院を中心としたがん診療連携体制の整備  

（現状） 6医療圏／8医療圏  

（目標） 8医療圏／8医療圏  

○ 地域連携クリテイカルパスの整備が促進されます。  

※ 「市立秋田総合病院」は、肝がん領域において地域連携クリティカルパスの実用  

に関し実績を有しています。今後、これをモデルとし、秋田県がん診療連携協議会  

が中心となって全県への普及及び他領域への拡大を目指します。  

・がん診療連携拠点病院における五大がんにかかる地域連携クリテイカルパスの  

整備   

（現状） なし  

（目標） すべてのがん診療連携拠点病院  
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4 秋田県におけるがん対策の取り組み  

がん総合対策推進事業の推進   

がん診療連携拠点病院の機能を生かし、がん対策を総合的、計画的に推進する  

ため、今年度から施行している「秋田県がん対策推進計画」に基づき、厚生労働  

省のがん対策推進特別事業の活用のほか、県独自の事業の実施を含む各分野にわ  

たる取り組みを積極的に展開しています。  

（1）特徴的な取り組み  

人材の育成  

○ がんプロフエツショナル養成プラン   

秋田大学が弘前大学、岩手医科大学、岩手県立大学との共同により実施し、北東北に  

おける総合的がん専門医療人を育成します。  

・専門医師養成コース’：放射線、化学療法、緩和ケア、臨床試験研究の専門医を養成  
・インテンシブコース：地域基幹病院のがん専門医を養成  

・専門コメディカルコース：看護師、薬剤師、医学物理士を養成  

○ 認定看護師の育成  

がん看護の質の向上を図るため、資格取得に向けた研修期間中の代替職員の雇用、奨   

励制度の創設等の医療機関が行う環境整備など、認定看護師育成に要する経費に助成し   

ています。  

緩和ケア  

○ 地域の実情に即した緩和ケア提供休制の構築  

患者団体の代表、医療関係者、福祉関係者等からなる「秋田県緩和ケア推進委員会」   

を設置し、在宅緩和ケアの連携体制やホスピスの整備など、地域の実情に即した総合的   

な緩和ケア推進体制の構築に取り組んでいます。  

○ 県内緩和ケア関係者の総力を結集した開催指針に基づく緩和ケア研修の実施  

・県、医師会、秋田県がん診療連携協議会、秋田県緩和ケア研究会誉の連携により、県   

内緩和ケア関係者の総力を結集した研修実施体制をいち早く確立しました。  

※ 県内の緩和ケアに従事する医療従事者や緩和ケアに関心のある者等により組織され、緩和ケア   

の体制整備や、人材の育成等により、がん患者とその家族のQOLの向上を目的としています。   

県が、厚生労働省の開催指針に準拠した実施要綱を策定するとともに、  

手続きの標準化を図り、関係機関への趣旨等の徹底を図りました。  

プログラムや  

コメディカルの参加者に  看護師、薬剤師等のコメディカルの希望者も参加対象とし、  

は県知事が修了証書を交付しています。なお、多職種の参加により、ワークショップや  
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意見交換において内容の充実が図られ、医師の参加者からも好評を得ています。   

講師やワークショップのファシリテ一夕ーの調整は、秋田県緩和ケア研究会が協力し、  

研修主催病院を支援しています。   

今後、今回推薦した病院を含む各がん診療連携拠点病院の主催により、県内各地で計  

画的に実施していくことにしています。  

○ 緩和ケア医師を対象とした実践的な専門研修の実施   

緩和ケアチームに従事する医師を対象とし、症例検討のほか、緩和ケア病棟や訪問診   

療・訪問看護の現場などで、それぞれの専門医がマンツーマンで指導する実践的で密度   

の高い緩和ケア研修を実施しています。  

がん登録  

○ 地域がん登録   

秋田県地域がん登録委員会を組織し、地域がん登録事業を県の事業として実施してい   

ます。  

○ 院内がん登録  

各医療機関における院内がん登録の普及を図るため、秋田県がん診療連携協議会では、   

電子カルテ上で作動する院内がん登録支援システムを開発するとともに、地域がん登録   

の登録項目との定義・ルールの調整等を行っています。  

予防・検診  

O P ET－CTの導入   
がんの早期発見と適切な診療の実施を推進するため、がん診療連携拠点病院にヱ旦ユ   

ーCTを整備する経費を助成しています。  

○ 子宮がん検診の推進  

20歳から39歳の若年層について年1回の子宮がん検診の受診を推奨し、近年増加   

している若年層における子宮がんの早期発見、早期治療を推進するするため、市町村に   

対して子宮頚部がん検診の実施経費を助成しています。  

相談支援・普及啓発  

○ 患者団体等と連携した相談支援活動の実施  

・ 県は、患者団体等の連合組織「秋田県がん患者団体連絡協蒔会」（平成20年5月1乙日  

「がんサロン きぼうの  結成）の活動を多面的にバックアップし、同協議会が運営する  

虹」をモデル事業として支援しています。   

笹渾会「がん患者とその家族・適抑ン  

ポ榊23日）の開催などの啓  
発行事を、県と同協議会との協働により企画・開催し、患者等が主体となった相談支援  

活動を推進していくための県内における気運を醸成しています。  
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がん診療連携拠点病院等の相談支援センターが患者団体等との連携・協力により相談  

支援を実施する体制を整備する一環として、患者経験者等を対象にピアサポート研摩会  

を開催しています。  

○ セカンドオピニオンリストの作成   

秋田県がん診療連携協議会では、がん診療連携拠点病院等の主要病院について空旦∠   

ドオピニオン医師のリストや手続き等を記載した冊子を作成し、県内の医療機関に配付  

しているほか、ホームページに掲載しています。  

医療水準の均てん化  

○ 地域中核病院のがん診療機能の強化   

公卿各二次医療圏のがん診療における旦塵堕   

な病院に対して、県独自の支援制度により、その診療機能の強化を図っています。  

○ テレパソロジー及びテレラジオロジーの推進   

室巴医のいない医療機関における病卿診断を支援するため、通信   

ネットワークを活用した遠隔病理診断支援システム（テレパソロジー）及び放射線画像   

診断支援システム（テレラジオロジー）の整備を進めています。既にモデル地区での運   

用が開始しており、今後、県内での普及を図 っていきます。  

○ がんに関する調査研究の推進  

県内の院内がん登録等から得られる診療情報の収集、  羅患率等のがんの実態把握し、  

これらの情報の分析、がん治療に関する県への提言を畢るため、秋田大学医学部附属病  

院へ研究を委託しています。  
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（2）平成20年度がん対策事業の概要  

区 分  事 業 名   内 容   

1 放射線療法及び化学療   ○がん放射線機器等整備事  がん診療連携拠点病院における放射線   

法の推進並びにこれらを   業【国庫補助】   治療機器（リニアック）の整備を促進  

専門的に行う医師等の育   する  

成   ○がんプロフェッショナル  がん多発地域におけるがん医療の均て  

養成プラン【国庫補助】  ん化を目指し、総合的がん専門医療人  

を養成する（秋田大学で実施）  

○がん認定看護師育成支援  がん認定看護師の資格取得を促進する  

事業【国庫補助】   ための環境整備を支援する。  

○がん看護専門研修開催事  がん看護に従事する看護師を対象に、  

業【県単】   化学療法や緩和ケアに関する専門的知  
識・技術について研修を実施する。   

2 治療の初期段階からの   ○秋田型緩和ケアシステム  秋田県緩和ケア推進検討委員会を設置   

緩和ケアの実施  構築事業【国庫補助】   し、地域の実情に即した緩和ケア推進  

体制を検討する  

期段階からの  ○開催指針に基づく緩和ケ  すべてのがん診療に携わる医師等が、  
及び専門的な  ア研修事業【国庫補助】  緩和ケアについての基本的な知識を習  

の推進  得するための研修会を開催する。  
（「がん診療連携拠点病院機能強化事  

業」及び「がん診療連携拠点病院機能  

強化事業」によりがん拠点病院で実施）  

○緩和ケア医師実践研修事  緩和ケアチーム医師を対象とし、症例  
業【国庫補助】   検討のほか、緩和ケア病棟や訪問診療  

・看護の現場での指導など、実践的で  

密度の高い研修を実施する  

・緩和ケアの  ○在宅緩和ケア研修事業  在宅緩和ケアに必要な知識の習得と関  
【国庫補助】   係機関の連携強化を目的とした、緩和  

ケア研修会を地域単位で開催する。  

③緩和ケアの普及   ○緩和ケア研修会の開催  緩和ケアの普及を目的とし、県民を対  

【国庫補助】   象とした研修会を開催する。   

3 がん登録の推進  ○地域がん登録事業【県単】  がんと診断された者の医療情報を県内  

医療機関からの届出票により収集し、  

地域がん登録委員会で解析する。  

○院内がん登録の支援【国  電子カルテ上で作動する院内がん登録  

庫補助】   支援システムの普及、地域がん登録と  
の調整等。（がん診療連携協議会で実  

施）   

4がん予防・早期発見の   

進  

防   ○世界禁煙デーフォーラム  世界禁煙デーに合わせて、PR活動と  

開催費【国庫補助】   フォーラムを実施する。  

○受動喫煙防止対策推進事  事業所等の受動喫煙対策の推進するた  

業【国庫補助】   め 受動喫煙防止対策講演会を開催。  
○たばこ・アルコール健康  出前講座を活用し、県内各地域におい  

教育の実践事業【国庫補  てたばこ・アルコールに関する健康教  

育を推進する  助】  
○がん診療機器等整備事業  早期発見と適切な診療の実施を促進す  

（PET－CT整㈲【県単】  るため、がん診療連携拠点病院におけ  

るPETqCTの整備費用を助成す  
る。   
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区 分   事 業 名   内 容   

こんの早期発見   ○乳がん用マンモコイル緊  精密検査制度の向上を図るため、がん   

（続き）   急整備事業【国庫補助】  診療連携拠点病院におけるマンモコイ  

ルの整備を支援する。  

○子宮がん検診助成事業  20歳から39歳の若年層について年  

【県単】   1回の子宮がん検診の受診を推奨し、  

早期発見、早期治療を推進するため、  

市町村に対し経費を助成する。  

○がん検診機器の整備（電  人間ドックや集団検診で使用する機器  

源立地地域対策交付金事  

業）【国庫補助】   

こん医療に関する相談  ○がん患者経験者による相  がん患者やその家族の不安の解消を図   

≡及び情報提供   談支援事業【国庫補助】  るため、患者経験者が患者の立場から  
がんの相談（ピアカウンセリング）に  

対応できるよう、研修を実施する。  
○がんサロン設置モデル事  がんに関する情報や療養上の悩み等に  

業【国庫補助】   ついて、療養中の患者や患者体験者等  
が気楽に集い語り合える場を提供でき  

るよう、患者団体等が主体となって相  

談や啓発に取り組む事業に要する経費  

を助成する。  

○がんに関する情報提供事  がんに関するパンフレット等の作成・  

業【国庫補助】   配付により、県民に対し、がんの医療  

・療養・相談窓口等に関する情報を提  

供する。  

○がんに関する普及啓発事  がんに関するシンポジウムを開催し、  

業【国庫補助】   県民に対し、がんの予防や治療に関す  
る知識の普及啓発を図る。   

）ミん医療水準均てん化  ○がん診療連携拠点病院機  がん診療連携拠点病院において、がん   

亘進   能強化事業【国庫補助】  医療従事者研修事業、がん診療連携拠  
点病院ネットワーク事業、院内がん登  
録促進事業、がん相談支援事業、普及  

啓発・情報提供事業を実施する。  

○がん診療連携拠点病院機  地域がん診療連携拠点病院と同等また  

能強化事業【県単】   はこれに準ずる医療機能を有する地域  

の中核的病院の診療・連携機能の強化  

等に要する経費を助成する。  

○保健医療情報ネットワー  通信ネットワークを利用した病理診断  

ク構築事業（テレパソロ  及び放射線画像診断などの診療情報の  

ジー・テレラジオロジー）  共有化と診療支援により、県内どこで  

【県単】   も、質の高い医療サービスを効率的に  

受けられる体制を構築する。  

○がん診療施設設備整備事  がん診療連携拠点病院等に対し、良質  

業（医療提供体制推進事  ながん医療の提供のための設備整備に  

業）【国庫補助】   要する経費を助成する。   

がんに関する研究の推  ○がんに関する調査研究委  院内がん登録等から得られる診療情報  

託事業【県単】   の収集、罷患率等のがんの実態把握、  
これらの情報の分析、がん治療に関す  

る県への提言等を委託。   

その他   ○がん対策推進計画進行管  進捗を管理する委員会を設置し、がん  

理費【県単】   対策推進計画の進行管理及び達成度の  

評価をするとともに、計画を効果的に  

実践するための提言を得る。   
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秋田県がん対策推進計膏について  

第与奪分野別の取り組み方針（個別目標）   ≠l手篭細川脚ん対策推進肝属1こついて  

1 先走の馳旨   
0 がんの魚篭亡率は．平成9年から10年連続して全鴎1位   
0 がん対策は、本県の保線、鑑慮対策の中で暮雲な霧粗  
0 今後書肘ヒの弘行により、がん離癖軋死亡肴とも積加する数れ  
0 このため、行軋がん鳥書及びモの輔車含めたれ艮、医療徒■曹専が一体となっ   

て、がん予防の書及、早期枇体側の激化、がん邑☆・相談支払体制の充実専lこ総合   
的に散り勧むことをヨ的に策定  

之一 針1■の傲t付け   
がん紺策も本法に規定すも拇新興がん対策穐通計暫  

8 計曹の期¶   
平成20年丘から平成之4年度までの6年間  

川 ＃和露僚の地道   
0 全てのがん紺に携わ馬脚が績粕ケア  

に関する基本的知托を習得（5年以内〉   
0 全ての2次監鍍恥に緩和ケアチームを散  
離している医療機間を複数榊（5年以内〉  

（刀 在宅霞憬の捜逢  

（却社食榊のためのケアの蛙逢  

¢ がんに爛す‘る柵提供と柏隷支援の充実  
（l）惰組提供機能の充農  
（幻 相談支綿飴の充実   
0 全ての2次ぎ優濃に相談支線センターを  
媚加‖か帝鼠冊柑年以内〉  

7 地域に耕ナ各線1休刊の轟書  
（l）地嶋における活触と轟書青書む県民との払欄  

8 がんに輌する蠣兼と織の触   
り）がん量降の推進  
（カ がん研究の推鷹  

＝）たばこ妙策の他   
0 未成年書の壌壇串書0％（3年以内〉   
0 智≠的に喫煙すも警の割合を減少  

（8年以内）   

くお 嚢生温の徴瞥   
○ 食塩の摂取1専10g以下（8年以内）   

侍仁多書炊邁の肪止   
0 多上敷苓肴を○％（5年以内〉  

（割身体者勤・勤め権逢   
0 日常における歩数を吼800歩く5年以内〉   

和犬親株コホート研究の活用  

2 がんのヰ期発見の推糞  
（l）がん檎鯵の曹及・唇弁寧（受診率の向上専）   
0 がん楓鯵（▼・腫・大鵬・軋・子音がん〉  

の受診＊をき0≠玖上くさ年以内）  
（か がん柑のrの向上  

8 集攣的治療の椎簑と人材の書戒  
（t）放射線療法及び化学療法の絶進   
0 全ての拠点鋼読で放射ヰ療法、外来他年  

療法の実施体制の提爛（さ年以内）   
くカ がん医療往事著の青虚数び確保の推進  
（3）横揮腑な治療の興経と紬ガイドラインの   
曹及  

ヰ がん藍棚の丑傭と濃機体個の構築  
（t）がん抑連綿点ホ操の整繍とネットワーー   
クづくり   
0 全ての2次医療∬に需ね1か併環虞拠点  

痍緩舌鼓♯（8年以内）  
（幻地域における鼠醜遍挑体制の蜃繍   
0 全ての拠点鋼統で5犬がんく肺・事・肝  

▲大腸・乳がん〉 に爾する地域1撫クリテ  
ィカルパスを農■（5年以内）  

算2暮基本方針  

1がん暮春及びモのた♯を書めた■畏の視点に五ったがん対簸の推濃  
2 ■毘の●加と＃係書のi機・協力によるがん対簾の稟虹  
8 特に暮点をおいて取り組むぺき腫と1戒すぺき訂傷竜泉めた鮭愈働かつ   
廿書的ながん封驚の稟土  

需8肇がんをめぐる本欄の塊状  

1 がんによる死亡の状況   
0 がんの粗死亡率は、昭和59年から死亡帯同のヰ1位   
○平成18年のがんによる死亡書数はき．87フ人（28．＄％）  

之 がんの予防とがん柑及び地域がん量ヰの状況   
0 市町村が綿している甘・大鵬・戴・軋・子宮がん鏡野の染鯵率Fよ．20■一aO％で   
捜移   

0 地♯がん蓋僻は、平成1さ年から量最♯■を開始  
8 鑑糠の状況   
0 がん柑≠拠点■挑は、7か所柑た（申璃中台む〉   
0 がん善治鍍する暮門の露軒導の島根徒事～書が不足  

鴬8辛 がん対策の推進体制と見破し  

1計甘の撫軋棚   
がん患者・書畿及び腰書団体を含む県民、市町  

・打、憂慮濃蘭闇黒書、市町村及び県が相互の遮携   
監削ヒし、秋田県一体となり敵り錮む。  

ヱ 計す脆牡にかかる闊係斬こ期糟される役割   
県民、がん鳥著・書換及び熟考団体、霞勅臥   

匿せせ事書専、佳良鯉■、榛鯵横臥医療醐偶成   
体、■集肴・匿機保険肴専、市町村、熱がそれぞ   
れの役割を果たすことに静める。  

3 1戒状況の織粧と廿曹の11し   
fl）得度や関係書専のま鳥の把姐と進捗す理  
（か 計画の見鼓し   

0 少なくとも5年ごとに構損肘する。   
0 日機運成眞の♯臥辞凱こよっては、計画  

期間（5年）綴丁前でも克之しを行う。   

音ヰ暮∴暮点的に取り組むぺき事項と自指すぺき日犠  

日揮すべき日義の敷走り○年爛以内）  t慮的lこ取り組むべ善事礪  

0 がんの予断とヰ職責見  
0 鮭紺蜘蝉相川他事■捷の頗と人材の▼戚  
0 がん相継点餓の鮒  
0 冶加納鵬からの暮粕ケアの実地  
0 がんに関する職提供と相談王壇の充実  
0 がん量♯の雛  

0 がんの75麟未満車齢偶慈死亡率の28恥減少  
g6．1 → 76．8（人口10万対）  

0 全てのがん慮竜及びモの家族の背痛の蹴並びに績生活の賞の  
鵬向上  



人口  

二次医療圏数  

：約113万人  
8  

5秋 田 県  

二＝  

都道府県拠点   地域拠点   
新規申請   0   4   

既指定病院   
計   10   

＞合計二11  

「※」は、入院患者数が1．200人に満たない場合。   

【新規申請病院】  

了9   



医療法人明和会 中通総合病院  
地域がん診療連携拠点病院  

539床  

2，458人（30％）／年  

31，141人／年  
99件／2か月  

150人／年  
684回／2か月  

213人／2か月  

309件／2か月  

422人／2か月  

456件／2か月  

28件／2か月  

729件／2か月（47件／2か月）  
31件／2か月  

指針に定める必須要件の整備が行われている  

申請区分  

病床数  
新入院がん患者数   

（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者準数  
悪性腫瘍手術総数  

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

緩和ケアチーム新規依頬件数  

病理診断件数（迅速検査件数）  
相談支援センター相談件数  

指定要件の充足度  

【参考：既指定病院】  

秋田大学医学部附属病院  
都道府県がん診療連携拠点病院  

610床  

2，494人（32％）／年   

区分  

病床数  

新入院がん患者数  

（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者延数  
悪性腫瘍手術総数  月
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放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  
〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ嬰方日数〕  

緩和ケアチーム新規依頼件数  

病理診断件薮（迅速検査件数）  

680件／2か月  

26了人／2か月  

294件／2か月  

5件／2か月  

893件／2か月（10了件／2か月）  
84件／2か月  タ 一相談件数  相談支援セン  

秋田県厚生農業協同組合連合会 山本組合総合病院  

地域がん診療連携拠点病院  

534床  

※833人（12％）／年  

4，187人／年  
37件／2か月  

145人／年  
1，108回／2か月  

84人／2か月  

298件／2か月  

120人／2か月  

120件／2か月  

1件／2か月  

581件／2か月（13件／2か月）  

12件／2か月   

区分  

病床  

新入院がん患者数   
（新入院患者数仁占める割合）  

外来がん患者延数  
悪性腫瘍手術総数  

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のづ処方日数〕   

疫和ケアチーム新規依頼件数  

病理診断件数（迅速検査件数）  

相談支援センター相談件数  
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秋田赤十字病院  

区分  

病床数  
新入院がん患者数   

（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者廷数  
悪性腫瘍手術総数   

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

緩和ケアチーム新規依植件数  

病理診断件数（迅速検李件数）  

相談支援セ ンター相談件数  

地域がん診療連携拠点病院  
496庄  

1，754人（18％）／年  

29，607人／年  
139件／2か月  

182人／年  

1，746回／2か月  

71人／2か月  

174件／2か月  

122人／2か月  

357件／2か月  

33件／2か月  

1158件／2か月（24件／2か月）  

32件／2か月  

秋田県厚生農業協同組合連合会 由利組合総合病院  

地域がん診療連携拠点病院  

724床  

1，414人（9％）／年   

区分  

病床数  

新入院がん患者数   

（新入院患者数に占める割合）  
外来がん患者延数  
悪性腫瘍手術総数   

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

緩和ケアチーム新規依頼件数  

病理診断件数（迅速検査件数）  

相談支援セ ンター相談件数  

月
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94人／2か月  

253件／2か月  

55人／2か月  

192件／2か月  

3件／2か月  

593件／2か月（23件／2か月）  

65件／2か月  

秋田県厚生農業協同組合連合会 仙北組合総合病院  

地域がん診療連携拠点病院  

568床  

1，609人（20％）／年  

19，571人／年  

77件／2か月  

94人／年  

238回／2か月  

126人／2か月  

210件／2か月  

105人／2か月  

151件／2か月  

2件／2か月  

508件／2か月（32件／2か月）  

18件／2か月  

区分  

病床数  

新入院がん患者数   
（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者延数  

悪性腫痛手術総数   

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

緩和ケアチーム新規依頼件数  

病理診断件数（迅速検査件数）  

相談支援センター相談件数  
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平鹿総合病院  秋田県厚生農業協同組合連合会  
地域がん診療連携拠点病院  

586床  

1，403人（16％）／年  

4，078人／年  
98件／2か月  

270人／年  
801回／2か月  

102人／2か月  

382件／2か月  

96人／2か月  

297件／2か月  

末設置件／2か月  

903件／2か月（30件／2か月）  
70件／2か月  

区分  

病床数  

新入院がん患者数   
（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者延数  

悪性薩痛手緬総数  
放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕   

緩和ケアチーム新規依頼件数  

病理診断件数（迅速検査件数）  
ンター相談件数  相談支援セ  

雄勝中央病院  秋田県厚生農業協同組合連合会  
地域がん診療連携拠点病院  

等85床  

※379人（7％）／年  

5，了96人／年  

28件／2か月  

0人／年  

0回／！か月  

33人／2か月  

58件／2か月  

27人／2か月  

50件／2か月  

7件／2か月  

161件／2か月（0件／2か月）  

区分  

病床数  

新入院がん患者数  
（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者延数  

悪性腫瘍手術総数  

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔甲べ処方日数〕   

緩和ケラチーム新規鱒鱒件数  

病理診断件数（迅速検重任数）  
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がん診療連携拠点病院の新規指定・現況報告書の提出について   

平成20年9月1日付健総発大0901001号で通知のありました標記の件につい  

て、 下記のとおり関係書類を提出します。  

記  

1 新規指定について   
（1）都道府県がん診療連携拠点病院  

該当なし   

（2）地域がん診療連携拠点病院  
済生会川口総合病院（中央医療圏（南））  

2 現況報告について   

（1）都道府県がん診療連携拠点病院  
埼玉県立がんセンター  

（2）地域がん診療連携拠点病院  
ア 行田総合病院  
イ 埼玉医科大学総合医療センター  

ウ 春日部市立病院  
エ さいたま市立病院  

オ 深谷赤十字病院  
カ さいたま赤十字病院  
キ 濁協医科大学越谷病院  
ク 独立行政法人国立病院機構埼玉病院  
ケ 川口市立医療センター  

・コ 埼玉医科大学国際医療センター  

担 当：保健医療部医療整備課  
医療整備担当 藤 岡  

連絡先：048－830－35▼38  
E－mail：aO197228＠pref・Saitamatlg・jp  
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（別 紙）  

埼玉県 2次医療圏の概要  

1 圏域図  

がん診療連携拠点病院設置状況  

2 概要  （平成20年10月31日現在）  

保健医療圏名  面積  人口  人口割合  がん診療連携拠点病院  

（副次圏）  （kポ）  （％）   既指定数  今回推薦数  計   

東  142．41  408，922   5．7  2，871．4   22   

部   183．76  862．912   12．1  4，695．9   36   

中  341．27  1，618，800   22．7  4，743．5   55   3  3  

央   85．24  748，233   10．5  8，778．0   31   2   

西  14．3  4．623．9   57   2  2  

部   9．0  3．884．9   44  

西部第ニ  399．54  377，了97   5．3   945．6   24   

比企  358．63  221．230   3．1   616．9   14  

秩父  892．50  110．979   1，6   124．3   9  

児玉  199．82  139，785   2．0   699．6   10  

大里  361．63  386，719   5．4  1，069．4   24   

利  259．39  258，869   3．6   998．0   12   

根   187．18  338，582   4．了  1．808．9   19  

計  3，了97．25  7，134．583  100．0  1，878．9■  357   11   12   

＊面積：国土地理院一市区町村別面積調（平成20年4月1日現在）  
＊人口 ：埼玉県推計人口（平成20年9月1日現在）  
＊病院数：平成20年4月1日現在  
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推薦意見書  

1 がん診療に係る専門病院の整備概況   

本県では、国のがん診療連携拠点病院の整備指針に基づき、現在、6つの医療圏に  

11ケ所のがん診療連携拠点病院を整備してきました。   

また、本年4月には、がん診療連携拠点病院と同等の機能を持つ医療機関を、がん   

診療連携拠点病院を補完し、拠点病院と連携しながら、県民に高度ながん医療を提   

供するものとして県独自の「埼玉県がん診療指定病院」として4ケ所の病院を指定  

したところです。  

本年6月には、県がん診療連携拠点病院の主導により各拠点病院長等による 「埼   

玉県がん診療連携協議会」が発足し、各病院において施策目標の設定や診療連携等   

に関する意見交換や情報共有が図られ、今後、情報提供、がん登録、医療連携クリ   

ティカルパスの作成に関して、拠点病院と指定病院が協力して推進することとして  

おります。  

2 本年度推薦する病院   

国の指針に基づく指定要件の充足状況や診療機能等の整備状況及び病院の意向等を   

踏まえた上で、これらの指定要件を充足し、かつ、がん診療に関し高い医療提供機能   

を有する以下の病院を推薦することといたしました。   

（1）県がん診療連携拠点病院  

該当なし   

（2）地域がん診療連携拠点病院  

ア 病院名  

社会福祉法人  

恩賜財団済生会支部 埼玉県済生会川口総合病院  

イ 推薦理由（同一保健医療圏で複数設置となる推薦の考え方） 

済生会川口総合病院は、東京都に隣接する「中央（南）保健医療圏」に立地し  

ています。同医療圏の人口は約74万人ですが、圏内には、増加人口全国第6位  

の「さいたま市」や、第17位の「川口市」ほか、増加率で全国第12位の戸田  

市を抱え、極めて人口増加の著しい医療圏とされています。現在、南北に伸びる  

「中央保健医療圏」の南部副次医療圏となっていますが、現在、本県の総合計画  

（埼玉県5カ年計画）に基づく新たな地域区分にしたがって圏域の見直し検討が  

進んでいます。  

8了   



このような特性を持っ圏内において、同院の提供するがん医療は、5大がんは  

もとより、消化器系がんや泌尿器系がんなど、高度専門的ながん診療についても  

専門医やWOCなどの専門看護師を多数配属して十分対応しております。   

また、同院は本年9月に県内10番目の「地域医療支援病院」の承認を受け、  

県内におけるがん医療施設機能体系化の一環として他病院からの紹介患者に対す  

る高度先進医療の提供や、医療機器等の共同利用による地域のかかりつけ医支援  

を積極的に行っております。   

特に、質の高いがん診療を提供するために、画像診断では圏内唯一とされる、  

PET－CTを導入し、放射線治療においては、放射線画像診断専門医（常勤3  

名）、病理専門医（常勤2名）を確保し、月120件を超える診断を行い、県全体  

のがん診断能力の大幅な向上に寄与しております。   

上記の取り組みは、同院の紹介率が既に80％に達していることや、PET－  

CTに係る紹介件数の第1位が県立がんセンター（県がん診療連携拠点病院）か  

らのものであること、また、同一保健医療圏に立地する川口市立医療センターを  

はじめ、人口約200万人を擁する県東南部の各がん診療連携拠点病院からも多  

数の患者を受け入れている点などで実証されております。   

さらに同院は、地域医療連携の底上げにも寄与しており、平成18年度に立ち  

上げた「地域連携の会」をさらに発展させ、いち早く地域連携クリティカルパス  

を整備するとともに、同一医療圏のがん診療連携拠点病院（川口市立医療センタ  

ー）とも連携を図り現在では、地域がん医療に関する登録医を376名確保し、  

これらの医師と県内254施設の連携による、地域医療従事者の資質向上を目的  

とした研修機能のさらなる強化を打ち出して串ります。   

以上のとおり、済生会川口総合病院は、県町中核的医療機関として高度ながん  

医療の提供とがん診療に携わる専門医等の育成楼能を有する病院であるとともに、  

地域医療支援機能を持つ点において、がん診療に係る地域連携体制の構築・強化  

を推進していく上で全県的なモデルとなり得る病院であり、地域がん診療連携拠  

点病院の指定要件も充足していることから、本県の地域がん診療連携拠点病院に  

推薦いたします。  
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地域がん診療連携拠点病院推薦意見書（追加資料）  

埼 玉 県  

1 がん診療に係る専門病院の整備概況   

本県におけるがん医療提供体制の方向性、各医療圏ごとの拠点病院の役割、連携等   

については、既に提出した推薦書のとおりである。  

2 県全域としてのがん医療体制   

本県のがん対策を総合的かつ計画的に推進していくため、本年3月に策定した「埼   

玉県がん対策推進計画」の具体的取り組みとして、「がんの予防とがん検診率及び質の   

向上」と「がん診療連携拠点病院の整備とネットワーク」を掲げている。   

（1）がんの予防とがん検診率及び質の向上  

より多くのがんを早期に発見し、いち早く治療するためには、がん検診の受診率  

を高めるとともに、質の高いがん検診を実施していく必要がある。  

本県のがん検診の受診率は、全国平均より低く、一層の向上に努めることが必要  

である。  

そこで、県では、がん検診受診率を50％とすることを目標に掲げている。  

目  標   期  限   現  況   

H16胃がん  

rの検診受診率を50％  男：25．9％、女：19．6％  

」とすること  H16肺がん  

男：15．0％、女：11．9％  

団検診の有効性が検証され   平成24年度末            H16 大腸がん   

いるがん検診  男：22．0％、女：19．7％  

H16子宮がん   

18．5％  

H16乳がん   

18．1％   

（「国民生活基礎調査」より）  

（2）がん診療連携拠点病院の整備とネットワーク  

地域における医療機関の連携体制を構築し、切れ目のない医療の提供を実施する   
ため、五大がんの地域医療連携クリティカルパスを作成し、がん診療を行っている   

医療機関においてその活用等を推進することとしている。  

－1－  
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3 2病院を指定することによる相乗効果  

（1）圏域内における連携効果  

川口市、鳩ヶ谷市、戸田市、蕨市の4市は、本県総合計画における新しい地域区   
分である「南部地区」を構成している。 この地区には、現在、川口市立医療センタ   

ーが地域がん診療連携拠点病院に指定されている。  

今回推薦の済生会川口総合病院は、同じ南部地区にあり埼玉県独自の埼玉県がん   

診療指定病院に指定している。   

この2つの病院は、これまで  

○ 川口市立医療センターは、先駆的ながん治療や温熱療法などの特徴的な治療を   

取り入れた高いがん治療能力  

○ 済生会川口総合病院は、地域唯一のPET，CTによる高いがん診断能力を有   

し、地域医療支援病院としての機能を活かし、地域の病院・診療所との連携能力   

という点に力を入れて、それぞれのがん医療に取り組んでいる。  

2病院の特性を活かし、密に連携することにより、「南部地区」において拠点病院  

を中心とした、がん早期発見から早期治療、緩和ケアという取組が効果的に進むも  

のと考える。  

（2）県内がん診療機能の向上  

さらに、県としては、今回推薦の済生会川口総合病院の優れたがん診断能力を活   

かし、県内他のがん診療連携拠点痛院（11ケ所）を包含した全県的ながん医療提   
供体制の枠組みの中で、検診・検査機能を高度に強化した地域がん診療連携拠点病   

院に位置づける。  

これにより、他の地域がん診療連携拠点病院は、治療や緩和ケア、人材育成など   
の取り組みをより強化することが可能となるほか、検診機能を集約・強化すること   

で効率的ながん診療連携体制が構築され、本県のがん予防対策が大幅に推進される   

ことになる。   

（3）拠点病院間の連携とクリティカルパスの推進  

また、済生会川口総合痛院が地域医療支援病院として推進してきた胃がんや大腸   

がん、前立腺がんに係る地域連携クリティカルパスの構築ノウハウを、他のがん診   

療連携拠点病院とともに活かすことで、本県におけるがんの地域医療連携が飛躍的   

に進展することが期待される 

． 

川口総合病院を推薦するものである。  

－2－  
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追加資料（埼玉県）   

埼玉県におけるがん対策  

（平成20年度～平成24年度）  

1 目 標   

今後10年間の全体目標   
がん患者を含めた県民が、進行・再発といった様々ながんの病態に応じて、安心t  

納得できるがん医療を受けられるようにすることをなどを目指して、「がんにより死亡  

する人の減少（がんの年齢調整死亡率（75歳未満）の20％減少）」及び「全てのが  

ん患者及びその家族の苦痛の軽減並びに療養生活の質の向上」を今後10年間の全体  

目標として設定しています。  

2 個別目標  

（1）すべてのがん診療連携拠点病院において、放射線療法及び  

外来化学療法を実施できる体制を整備すること。   

（2）すべてのがん診療に携わる医師が研修等により、緩和ケア  

についての基本的な知識を習得すること。   

（3）すべての相談支援センターに、がん対策情報センターによる  

研修を修了した相談員を配置すること。   

（4）すべてのがん診療連携拠点病院において、がん登録の実務  

を行う者に必要な研修を受講させること。   

（5）がんの検診受診率を50％以上とすること。   

（6）病病連携・病診連携の協力体制に関して、がん医療に係る  

地域医療連携クリテイカルパスを整備すること。   

3 その他の目標  

10年以内  

5年以内  

5年以内  

（1）「未成年喫煙防止プログラム」（平成16年県作成）を活用して、未成年者の喫煙   
率0％を目指す（「すこやか彩の国21プラン」）。   

（2）がん患者の意向を踏まえ、住み慣れた家庭や地域での療養を選択できる患者数を   
増加させること。   

（3）院内がん登録を実施している医療機関数を増加させること。  

－1－  
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‖埼玉県  
‥約－3万人  

二次圏数  

都道府県拠点   地域拠点   

新規申請   0   既指定病院  山  10   
計   

＞合計：12  

「※」は、入院患者数が1，200人に満たない場合。   

【新規申請病院】  

済生会Jl旧総合病院  
地域がん診療連携拠点病院  

400床   

2，1了6人（23％）／年   

申請区分  

病床数  
新入院がん患者数   

（新入院患者数に占める割合）  
外来がん患者延数  
悪性腫瘍手術総数  

放射線治療（休外照射）〔患者実数〕  
〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  
〔のべ処方日数〕  

緩和ケアチーム新規依頼件数   
病理診断件数（迅速検査件数）  
相談支援センター相談件数  

指定要件の充足度  

月
 
月
 
 

ヽ
 
 
 
 
 
ヽ
 
 

年
紬
年
摘
 
 

／
／
／
／
 
 

人
件
人
回
 
 

3
 
4
 
6
6
 
 

5
 
0
0
 
0
5
 
 

9
 
 
 
1
 
6
 
 
 

「
／
 
 

4
 
 

82人／2か月  

4】8件／軍か月  

515人／2か月  
23，709件／2か月  

】件／2か月  

993件／2か月（45件／2か月）  
5件／2か月  

指針に定める必須妻件の整備が行われている。  

【参考：既指定病院】  

埼玉県立がんセンター  

都道府県がん診療連携拠点病院  

400床  

2，270人（99％）／年  

187，633人／年  
390件／2か月  

1，309人／年  

7，664回／2か月  

894人／2か月  

1，430件／2か月  

2，026人／2か月  

3．亭40件／2か月  

48件／2か月  

2014件／2か月（348件ノ2か月）  

2．285件／2か月  

区分  

病床数  

新入院がん患者数   

（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者延数  
悪性腫瘍手術総数  

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

琴和ケアチーム新規依頼件弊  

病理診断件数嘩速検査件数）  
相談支援センター相談件数  

医療法人壮幸会行田総合病院  

地域がん診療連携拠点病院  

408戻  

※408人（12％）／年  

3，940人／年  

68件／2か月  
0人／年  

0回／2か月  

19人／2か月  

306件／2か月  

219人／2か月・  

4，5了7件／2か月  

5件／2か月  

258件／2か月（0件／2か月）  

11件／2か月  

区分  

病床数  

新入院がん患者数  

（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者延数  

君性腹痛手術総数  
放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

緩和ケアチーム新規依頼件数  

病理診断件数（迅速検査件数）  
相談支援センター相談件数  
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埼玉医科大学総合医療センタ  
地域がん診療連携拠点  

913床  
区分  

病床数  
新入院がん患者数   

（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者延数  
悪性腫痛手術総数  

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

緩和ケアチーム新規依植件数  

病理診断件数（迅速検査件数）  

相談支援セ ンター相談件数  

※680人（4％）／年  

35，454人／年  
276件／2か月  
778人／年  

2，288回／2か月  

233人／2か月  

513件／2か月  

262人／2か月  

7了6件／2か月  

7件／2か月  

1644件／2か月（80件／2か月）  

27件／2か月  

春日部市立病院  
地域がん診療連携拠点病院  

350床  

※940人（22％）／年  

5，568人／年  
40件／2か月  

137人／年  
1，253回／2か月  

45人／2か月  

211件／2か月  

199人／2か月  

250件／2か月  

2件／2か月  

409件／2か月（12件／2か月）  
414件／2か月  

区分  

病床数  
新入院がん患者数   

（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者延数  
悪性腫瘍手術総数  

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

緩和ケアチーム新規依植件数  

病理診断件数（迅速検査件数）  

相談支援センター相談件数  

さいたま市立病院  
地域がん診療連携拠点病院  

567床  

1．378人（12％）／年  

2，670人／年  
58件／2か月  

192人／年  
634回／2か月  

119人／2か月  

195件／2か月  

88人／2か月  

311件／2か月  

6件／2か月  

954件／2か月（16件／2か月）  

27件／2か月  

区分  

病床数  
新入院がん患者数   

（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者延数  
悪性腫瘍手術総数  

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

緩和ケアチーム新規依頼件数  

病理診断件数（迅速検査件数）  

談支援センター相談件数  
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深谷赤十字病院  
地域がん診療連携拠点病院  

506床  

1，701人（16％）／年   

区分  

病床数  
新入院がん患者数   

（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者延数  
悪性腫痛手術総数  

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

緩和ケアチーム新規依桓件数  
病理診断件数（迅速検套件数）  
相談支援センター相談件数  
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119人／2か月  

381件／2か月  

74人／2か月  

271件／2か月  

再件／2か月  

了43件／2か月（36件／2か月）  

50件／2か月  

さいたま赤十字病院  
地鱒がん診療連携拠点病院  

605床  

2，677人（13％）／年  

40，948人／年  

117件／2か月  
118人／年  

1，599回／2か月  

92人／2か月  

393件／2か月  

180人／2か月  

630件／2か月  

1件／早か月  

990件／全か月（35件／2か月）  
13件／2か月  

区分  

病床数  
新入院がん患者数   

（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者延数  

悪性腫瘍手術総数   
放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

緩和ケアチーム新規依掛牛弊  

病理診断件数（迅速埠套件数）  
相談支援センター相談件数  

濁協医科大学越谷病院  
地域が～診療連携拠点病院  

了23床  

2，709人（19％）／年  

30，307｛／年  

47件／2か月  

508人／年  
3．745回／2か月  

190人／2か月  

426件／2か月  

454人／2か月  

512件／2か月  

き0件／2か月  

1221件／2か月（44件／2か月）  

4件／2か月   

区分  

病床数  

新入院がん患者数   
（新入院患者数に占吟る割合）  

外来が～唇音延数  

悪性腫瘍手術総数   

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のづ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

緩和ケアチーム新規依矩件数  

病理診断件数（迅速検李件数）  
相談支援センター相談件数  
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（独）国立病院機構 埼玉病院  

地域がん診療連携拠点病院  

323床  

1，319人（18％）／年  

16，812人／年  

62件／2か月  

193人／年  

3，270回／2か月  

36人／2か月  

81件／2か月  

147人／2か月  

147件／2か月  

14件／2か月  

954件／2か月（10件／2か月）  

20件／2か月  

区分  

病床数  

新入院がん患者数   
（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者延数  
悪性腫癌手術総数  

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

緩和ケアチーム新規依頼件数  

病理診断件数（迅速検査件数）  

相談支援セ ンター相談件数  

川口市立医療センター  

地域がん診療連携拠点病院  

539床  

※703人（7％）／年  

4，428人／年  

70件／2か月  

324人／年  

1，233回／2か月  

100人／2か月  

120件／2か月  

240人／2か月  

540件／2か月  

3件／2か月  

890件／2か月（35件／2か月）  

21件／2か月  

区分  

病床数  

新入院がん患者数   

（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者延数  

悪性腫瘍手術総数  

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

緩和ケアチーム新規依頼件数  
病理診断件数（迅速検査件数）  
相談支援センター相談件数  

埼玉医科大学 国際医療センター  

地域がん診療連携拠点病院  

600床  

4，490人（52％）／年  

81，512人／年  

303件／2か月  

478人／年  

3，917回／2か月  

823人／2か月  

1，408件／2か月  

1，19了人／2か月  

2，059件／2か月  

6件／2か月  

1142件／2か月（145件／2か月）  

417件／2か月  

区分  

病床数  

新入院がん患者数   

（新入院患者数に占める割合）  

外来がん患者延数  
悪性腫瘍手術総数  

放射線治療（体外照射）〔患者実数〕  

〔照射回数〕  

化学療法総数（入院）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

化学療法総数（外来）〔のべ患者数〕  

〔のべ処方日数〕  

緩和ケアチーム新規依頼件数  

病理診断件数（迅速検査件数）  

相談支援セ ンター相談件数  
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